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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第153期 第154期 第155期 第156期 第157期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 （百万円） 9,835 9,746 9,026 6,788 3,980

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） 105 △168 △473 △352 31

親会社株主に帰属する当期

純利益又は親会社株主に帰

属する当期純損失（△）

（百万円） 65 △840 △2,367 1,040 △375

包括利益 （百万円） 100 △678 △2,326 1,398 △390

純資産額 （百万円） 5,951 5,119 2,792 4,190 3,799

総資産額 （百万円） 26,914 26,341 26,315 23,330 22,384

１株当たり純資産額 （円） 747.26 624.37 271.74 483.67 424.41

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失

（△）

（円） 6.75 △127.36 △358.81 157.75 △56.90

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － 130.13 －

自己資本比率 （％） 22.1 19.4 10.6 18.0 17.0

自己資本利益率 （％） 1.1 △15.2 △59.8 29.8 △9.4

株価収益率 （倍） 185.3 － － 2.7 －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 156 105 △308 △1,598 △1,237

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △193 △414 277 4,538 2,073

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △672 305 △286 △792 △707

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 1,176 1,179 829 2,957 3,105

従業員数
(人)

228 255 257 112 86

(外、平均臨時雇用者数) (79) (63) (64) (50) (30)

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第153期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため、第154期、第155期及び第157期は潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載

しておりません。

２．株価収益率については、１株当たり当期純損失の年度は記載しておりません。

３．当社は2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これに伴い、第

153期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は１株当

たり当期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適

用しており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と

なっております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第153期 第154期 第155期 第156期 第157期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 （百万円） 9,495 9,406 8,827 6,609 3,920

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 205 133 △337 △153 106

当期純利益又は当期純損失（△） （百万円） 164 △544 △2,404 987 △869

資本金 （百万円） 3,205 3,205 3,205 3,205 100

発行済株式総数

（千株）

     

普通株式 66,024 6,602 6,602 6,602 6,602

Ａ種優先株式 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

純資産額 （百万円） 6,749 6,047 3,641 4,634 3,765

総資産額 （百万円） 27,579 27,123 26,978 23,812 22,453

１株当たり純資産額 （円） 868.20 765.09 400.44 550.91 419.15

１株当たり配当額

（円）

     

普通株式 2.00 － － － －

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

Ａ種優先株式 10.53 － － － －

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は１株当

たり当期純損失（△）
（円） 21.79 △82.55 △364.40 149.70 △131.85

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
（円） 21.09 － － 123.49 －

自己資本比率 （％） 24.5 22.3 13.5 19.5 16.8

自己資本利益率 （％） 2.5 △8.5 △49.6 23.9 △20.7

株価収益率 （倍） 57.8 － － 2.8 －

配当性向 （％） 91.7 － － － －

従業員数
(人)

204 224 219 71 50

(外、平均臨時雇用者数) (76) (46) (48) (35) (18)

株主総利回り （％） 166.2 74.4 65.6 57.1 40.1

（比較指標：TOPIX） （％） (113.5) (105.2) (92.8) (129.2) (128.7)

最高株価 （円） 193
864

(131)
1,065 882 429

最低株価 （円） 68
478

(83)
370 366 260

　（注）１．1株当たり配当額のうち第153期の普通株式2円は創立100周年記念配当であります。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第154期、第155期及び第157期は潜在株式は存在するも

のの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３．株価収益率については、１株当たり当期純損失の年度は記載しておりません。

４．当社は2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これに伴い、第

153期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は１株当

たり当期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。また株主総利回りの

算定にあたって、第153期の計算基礎となる株価及び配当額に調整を加えております。

５．最高株価・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。第154期の株価については株式

併合後の最高・最低株価を記載し、（　）内に株式併合前の最高・最低株価を記載しております。

６．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用し

ており、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。
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２【沿革】

1917年８月 滋賀県彦根市に近江絹綿株式会社を設立。

絹紡糸の半製品（ペニー）の生産開始。

1919年12月 商号を近江絹絲紡績株式会社に変更。

1939年10月 岡徳織布を買収。

1943年２月 中山織布株式会社を買収。

５月 日本絹絲紡績株式会社を買収。

９月 関東紡績株式会社を買収。

1949年５月 東京・大阪証券取引所へ株式を上場。

1950年２月 本社を彦根市より大阪市に移転。

1956年11月 加古川工場を新設。

1960年６月 公正企業株式会社を設立。

1968年８月 商号をオーミケンシ株式会社に変更。

1969年８月 ミカレディ株式会社を設立。

1973年６月 ブラジルにオーミ・ジロー・ローレンゼッチ繊維工業株式会社（現、連結子会社「オーミ・ド・ブ

ラジルテキスタイル株式会社」）を設立。

1979年２月 ミカレディ株式会社より飯田工場を買収。

2000年12月 レーヨン事業の製造部門をオーミケンシレーヨン株式会社に移管。

2004年４月 当社を分割会社とし、オーミ・リアルエステート株式会社（旧、公正企業株式会社）を承継会社と

する会社分割を実施し、不動産事業、保有有価証券等資産の運用・管理及び子会社等に対する金銭

の貸付・管理に関する営業を分割。

2006年１月 中国に近絹（上海）商貿有限公司（現、連結子会社）を設立。

 2006年10月

2010年10月

 

2018年７月

2020年９月

ソフトウェア開発業務をオーミケンシソリューション株式会社（現、連結子会社）に移管。

当社を存続会社とし、連結子会社であるオーミ・リアルエステート株式会社、ミカレディ株式会

社、オーミケンシレーヨン株式会社を消滅会社とする吸収合併を実施。

株式会社宇美フーズを買収。

レーヨン事業を含む不採算部門の撤退。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社（オーミケンシ株式会社）及び子会社６社及び関連会社１社（2022年３月31日現在）により

構成されており、繊維製品の加工及び販売、不動産事業、食品、その他のサービスの事業活動を展開しております。

　当社グループの事業に係る位置づけは、次のとおりであります。

　なお、事業区分は報告セグメントと同一であります。

［繊維］

　　当社は繊維製品（レーヨン綿、紡績糸、編織物等）の加工及び販売を行っております。連結子会社である近絹

（上海）商貿有限公司は繊維原料及び繊維製品の卸売販売を行っております。

［不動産］

　　当社は不動産の賃貸及び販売を行っております。また連結子会社であるオーミケンシソリューション㈱は不動産

の賃貸等を行っております。

［食品］

　　連結子会社である㈱宇美フーズは食料品等の製造及び加工を行い、当社はそれらの販売を行っております。

［その他］

連結子会社であるオーミケンシソリューション㈱は電子機器等の仕入れ及びソフトウェアの開発を行い、当社は

それらの販売を行っております。

　事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

オーミケンシソリュー

ション㈱
大阪市中央区 10

不動産

その他

100

 

当社はＦＡシステムの構

築・ソフトウェア開発を

委託しております。

役員の兼任等……有

近絹（上海）商貿有限

公司

中国

上海市
50 繊維

 

100

 

役員の兼任等……有

オーミ・ド・ブラジル

テキスタイル㈱

（注）２、３、４

ブラジル

サンパウロ州

千レアル

26,347
 － 70.8 資金の援助………有

㈱宇美フーズ

（注）５
福岡県糟屋郡 10 食品 100

資金の援助………有

役員の兼任等……有

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．2016年11月末をもって事業を停止しております。

４．債務超過会社で債務超過の額は、2021年12月末時点で721百万円となっております。

５．債務超過会社で債務超過の額は、2022年２月末時点で1,281百万円となっております。

EDINET提出書類

オーミケンシ株式会社(E00531)

有価証券報告書

 6/86



５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2022年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

繊維 41 (17)

不動産 1 (－)

食品 19 (12)

　報告セグメント計 61 (29)

その他 14 (－)

全社（共通） 11 (1)

合計 86 (30)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ26名減少したのは、レーヨン事業を含む不採算事業の撤退によるもので

あります。

 

(2）提出会社の状況

    2022年３月31日現在

従業員数（人） 　　平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

50 （18） 45.3 19.2 4,875,937

 

セグメントの名称 従業員数（人）

繊維 35 (17)

不動産 1 (－)

食品 4 (－)

　報告セグメント計 40 (17)

その他 1 (－)

全社（共通） 9 (1)

合計 50 (18)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従

　　　　　　業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として、記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

４．従業員数が前事業年度末に比べ21名減少したのは、レーヨン事業を含む不採算事業の撤退によるものであり

ます。

 

(3）労働組合の状況

　当社グループには、オーミケンシ労働組合が組織（組合員数23人）されており、ＵＡゼンセンに加盟して

　おります。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（1）会社の経営の基本方針

1.人と地球と暮らしへの優しさを追求

環境配慮型の事業構造を構築し、環境を守る企業としての存在感を創ります。

2.収益性と企業価値観の向上

素材メーカーとして培った技術を生かし、素材から製品まで心のゆとりと豊かさを提案します。

（2）目標とする経営指標

　当社グループは、事業活動の成果を示す売上高、営業利益、経常利益を重要視しています。また、財務体質強化の

観点からキャッシュ・フローについても重要視しております。

（3）中長期的な会社の経営戦略、経営環境及び優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当社グループは「人と地球と暮らしへの優しさを追求」及び「収益性と企業価値の向上」の2つの目標を掲げ現在

も継続しております。既に取り組んでいる環境問題に対応した研究開発に投資を集中することにより、環境を守る企

業として地位を確立しつつ、安定的に収益を計上できる体制作りを目指して、設備改善、研究開発体制の強化による

高付加価値商品の開発、販売力の強化に向けて全社を挙げて取り組んでまいります。

　2020年5月13日開催の取締役会において決議した事業再構築策の実行により、2022年3月期には黒字転換を図ってま

いりましたが、新型コロナウイルス感染症の影響等もあり、計画の進捗に遅れもみられます。今後、早急に不動産収

益を基盤とした安定的な収益体質を実現してまいります。

　現時点では、新型コロナウイルス感染症拡大による経済への影響の見極めは困難であり、またその他の様々な要因

により本施策の進捗等に変更が生じる可能性があります。

 

（単位：百万円）

 2022年3月期
2023年3月期

（予想）

売上高 3,980 4,000

営業利益 175 250

経常利益 31 100

親会社株主に帰属する当

期純利益
△375 △400
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２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に最大

限努める所存であります。

　また、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）当社グループの工場に於ける生産に対しては水質汚濁防止法、大気汚染防止法等の環境関連等様々な公的規制が

あります。当社グループはこれらの規制に対しては設備面で充分な対応を行っておりますが、今後これらの規制が

強化された場合、追加の設備投資が必要となる等、業績に影響を与える可能性があります。

(2）当社グループは国内外に拠点を有しており、地震・火災等の災害発生の場合、早期に生産再開が可能な体制の構

築に取り組んでおりますが、想定外の大規模災害が起きた場合や新型コロナウイルス感染症などの伝染病、不測の

事故やテロなどの不法行為が発生した場合、一定の事業運営が困難になり、状況によっては顧客への製品の供給が

遅延する等の可能性があり、その場合、業績に影響を与える可能性があります。

(3）当社グループは、借入金の圧縮を進めておりますが、金利情勢が大幅に変動した場合は業績に影響を与える可能

性があります。

(4）当社グループは、事業用の土地を多く保有しておりますが、今後、不動産の賃貸契約の解約による収益性の低下

や地価が大きく下落した場合等による減損損失等、業績に影響を与える可能性があります。

(5）当社グループは、国内及び海外の子会社に対する投融資を行っておりますが、今後様々なリスクによって投融資

が回収できない場合は、業績に影響を与える可能性があります。

(6）当社グループの製品は、国際規格の品質管理基準に基づいて製造を行っておりますが、今後、これらの製品につ

いて品質問題が発生する可能性があります。必要と認められる製品について製造物責任賠償保険等に加入しており

ますが、賠償額が多大になった場合、負担増や信用失墜による売上高低下等により業績に影響を与える可能性があ

ります。

(7）当社グループは不動産収益を基盤とする安定した収益構造を維持拡大しながら、徹底した経費削減を図ることに

より財務の健全性を高めるべく事業再構築に取り組んでおります。再構築の進捗等によっては、財政状態及び業績

に影響を及ぼす可能性があります。

(8）当社グループは食料品の製造加工販売を行なっております、㈱宇美フーズでの食品の安全性について、食品業界

におきましては、消費者の品質に対する要求は一段と高まっております。将来において当社の想定を超える異常な

事態が発生した場合、又は当社製品に直接関係がない場合であっても、風評等により当社製品のイメージが低下す

るなどの事態が発生した場合、当社の財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以

下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、長期化する新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、ワクチン接種や緊

急事態宣言及び蔓延防止等重点措置の発出等の感染抑制策によって経済活動に回復の兆しは見られるものの、繰り返

される変異株による感染再拡大の他、緊迫化するウクライナ情勢や原材料価格の高騰等経済活動の停滞や景気後退の

懸念は払拭されず、先行きは依然として不透明な状況が続くと見込まれます。

　このような状況のもと、当社は引続き各部門において2020年5月13日開催の取締役会で決議した事業再構築策の実

行により収益改善に取り組んでおります。

　この結果、当社グループの当連結会計年度の業績は売上高3,980百万円(前年同期比41.4%減）となり、営業利益175

百万円(前年同期は営業損失187百万円）、経常利益31百万円(前年同期は経常損失352百万円）、固定資産売却益

1,004百万円・事業撤退損938百万円及び法人税等調整額390百万円の計上等もあり親会社株主に帰属する当期純損失

375百万円(前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益1,040百万円）となりました。

　当社グループの財政状態は、当連結会計年度末の総資産は22,384百万円で、前連結会計年度末に比べ945百万円の

減少となりました。流動資産は4,373百万円で、前連結会計年度末に比べ13百万円の増加となりました。固定資産は

18,000百万円で、前連結会計年度末に比べ955百万円の減少となりました。主な要因は、有形固定資産が売却等で930

百万円減少したことによるものであります。繰延資産は10百万円で、前連結会計年度末に比べ3百万円の減少となり

ました。負債合計は18,584百万円で、前連結会計年度末に比べ554百万円の減少となりました。主な要因は借入金や

社債等の返済によるものであります。純資産は3,799百万円で、利益剰余金の減少等により前連結会計年度末に比べ

390百万円の減少となりました。なお、自己資本比率は17.0％で、前連結会計年度末より1.0ポイント減少しておりま

す。

 

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

繊維

　繊維部門につきましては、売上高は減少しましたが引続き採算面の改善が進み、売上高2,480百万円(前年同期比

52.7%減）、セグメント利益134百万円(前年同期比36.4%増）となりました。

不動産

　不動産部門につきましては、売上高980百万円(前年同期比2.0%増）、セグメント利益620百万円(前年同期比3.6%

減）となりました。

食品

　食品部門につきましては、事業化２年目の可食事業に資源を集中させましたが、新型コロナウイルス感染症の拡大

による市況の冷え込み等が続き、売上高158百万円(前年同期比27.9%減）、セグメント損失54百万円(前年同期は197

百万円のセグメント損失）となりました。

その他

　その他部門につきましては、売上高360百万円(前年同期比2.0%減）、セグメント損失27百万円(前年同期は29百万

円のセグメント損失）となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

当社グループの資金状況につきましては、税金等調整前当期純利益が22百万円となり、売上債権の減少額148百万

円、棚卸資産の減少額113百万円、減損損失100百万円等がありましたが、有形固定資産除売却損益999百万円、事業

撤退損938百万円等があり、営業活動によるキャッシュ・フローは1,237百万円の資金の減少（前年同期は1,598百万

円の資金の減少）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出177百万円等がありましたが、有形固定資

産の売却による収入2,233百万円等があり、2,073百万円の資金の増加（前年同期は4,538百万円の資金の増加）とな

りました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増額197百万円がありましたが、長期借入金の返済による

支出567百万円、リース債務の返済による支出197百万円、社債の償還による支出140百万円等があり、707百万円の資

金の減少（前年同期は792百万円の資金の減少）となりました。

　これらの結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末より148百万円増加し、3,105百

万円となりました。

 

③生産、受注及び販売の状況

ａ.生産実績

　当連結会計年度におけるセグメントのうち繊維の生産実績を示すと、次のとおりであります。
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　なお、不動産、その他につきましては、生産規模を金額で示すことはしておりません。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

　前年同期比（％）

繊維（百万円） 2,005 △44.1

合計（百万円） 2,005 △44.1

　（注）１．金額は製造原価により算出しており、製品仕入高を含んでおります。

２．当連結会計年度において、生産実績に著しい変動がありました。これは、繊維セグメントにおいてレーヨン

事業を含む不採算部門の撤退等によるものであります。

 

ｂ.受注状況

　当社グループは主として見込み生産を行っているため、受注状況の記載を行っておりません。

ｃ.販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

　前年同期比（％）

繊維（百万円） 2,480 △52.7

不動産（百万円） 980 2.0

食品（百万円） 158 △27.9

 報告セグメント計（百万円） 3,620 △43.6

その他（百万円） 360 △2.0

合計（百万円） 3,980 △41.4

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．当連結会計年度において、販売実績に著しい変動がありました。これは、繊維セグメントにおいてレーヨン

事業を含む不採算部門の撤退等によるものであります。

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

当連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

岡村化成株式会社 664 9.8 557 14.0

ゼンノ株式会社 1,256 18.5 425 10.7
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。
　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当社グループの当連結会計年度の財政状態及び経営成績は、次のとおりであります。

　当社グループの当連結会計年度の財政状態は、当連結会計年度末の総資産は22,384百万円で、前連結会計年度末に

比べ945百万円の減少となりました。流動資産は4,373百万円で、前連結会計年度末に比べ13百万円の増加となりまし

た。固定資産は18,000百万円で、前連結会計年度末に比べ955百万円の減少となりました。主な要因は、有形固定資

産が売却等で930百万円減少したことによるものであります。繰延資産は10百万円で、前連結会計年度末に比べ3百万

円の減少となりました。負債合計は18,584百万円で、前連結会計年度末に比べ554百万円の減少となりました。主な

要因は借入金や社債等の返済によるものであります。純資産は3,799百万円で、利益剰余金の減少等により前連結会

計年度末に比べ390百万円の減少となりました。なお、自己資本比率は17.0％で、前連結会計年度末より1.0ポイント

減少しております。

　当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高3,980百万円(前年同期比41.4%減）となり、営業利益175百万

円(前年同期は営業損失187百万円）、経常利益31百万円(前年同期は経常損失352百万円）、固定資産売却益1,004百

万円・事業撤退損938百万円及び法人税等調整額390百万円の計上等もあり親会社株主に帰属する当期純損失375百万

円(前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益1,040百万円）となりました。

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因として、固定資産売却益の計上、減損損失の計上、事業撤退損

の計上、法人税等調整額の計上等があります。

　経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等につきましては、「第２　事業の

状況　１．経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおりであります。

　セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容につきましては、「第２　事業の

状況　３．経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1）経営成績等の状況の概要」

に記載のとおりであります。

 

②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社グループのキャッシュ・フローの状況の分析につきましては、「（1）経営成績等の状況の概要　②キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

　当社グループの資本の財源及び資金の流動性につきましては、次のとおりであります。

　当社グループの資金需要は、原燃料費、製造費、営業費用等の運転資金、設備投資資金等であります。必要な資金

は、金融機関からの借入等により調達しており、安定した資金の確保に努めております。

　なお、事業再構築のための資金を捻出するため、所有不動産を売却し資金の確保に努めました。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成にあたって、「固定資産減損損失の認識の要否」について検討しております。詳細

につきましては、「第５経理の状況　1.連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項　(重要な会計上の見積り)」

に記載のとおりです。なお、新型コロナウイルス感染症の影響等不確実性が大きく将来事業計画等の見込数値に反映

させることが難しい要素もありますが、期末時点で入手可能な情報を基に検証等を行っております。
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４【経営上の重要な契約等】

　経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

５【研究開発活動】

当社グループでは、企業理念である「人と地球へのやさしさ」を具現化していきます。レーヨンの製造からは撤退

しましたが、セルロース総合企業を目指し、セルロースを中心に研究活動を行っています。

レーヨンですが、製造からは撤退しましたが、ダイワボウレーヨン社の協力のもと、引き続きレーヨンの練り込み

技術を用い、アパレルメーカーやテキスタイルメーカーと独自成分を練りこんだ機能レーヨンを数社と共同開発を進

めております。美容フェイスマスク用不織布向けに椿、アボカド、ひまわりなど植物オイルを練り込んだレーヨン

「ボタニフルシリーズ」が海外のアパレルメーカーでの採用が増加しています。また、不織布・製紙ユーザーとの取

組みで培った技術を利用し、顧客の要望するものづくりの企画設計をし、不織布・製紙メーカーとの取組みにより具

現化する開発も実施し、レーヨンの販売に繋げております。

また、「タイヤコード用ＣＮＴ複合溶剤法セルロース繊維の開発」につきましては、ＮＥＤＯの「脱炭素社会実現

に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラム」の実証開発フェーズに応募し、2021年９月に採択

されました。タイヤコードの実証プラントの設計、設置をし、タイヤメーカーでタイヤコードとして評価を頂き、性

能の合格、省エネルギー、低コストでの生産技術を開発し事業化を目指して参ります。

環境省の補助事業「環境研究総合推進費」に採択されたプラスチックに替わる「海洋生分解性セルロースナノファ

イバーコンポジット」の材料開発では、セルロースナノファイバー複合層をもつ紙製品の製造技術を確立し、実用化

に向けた開発を進めて参ります。

今後、当社では上記のＮＥＤＯで実施したタイヤコード用ＣＮＴ複合溶剤法セルロース繊維や、セルロースナノ

ファイバーコンポジット開発など、環境問題に対応した研究開発を進めていく所存です。

不動産、食品、その他におきましても、既存事業の発展と新規事業の育成、所有不動産の積極的活用等を推進すべ

く、研究開発に取り組んでおります。

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、181百万円であり、主として繊維であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、不動産事業、食品事業及び全社を中心に128百万円の設備投資を実施しました。

　不動産においては、賃貸設備を中心に、30百万円の設備投資を行いました。

　食品においては、福岡の㈱宇美フーズの工場に生産設備52百万円の設備投資を行いました。

　全社においては、研究開発設備を中心に、46百万円の設備投資を行いました。

　当連結会計年度において、オーミ・ド・ブラジルテキスタイル㈱の休止設備及び加古川工場跡地の一部を売却しま

した。

　当社加古川工場の設備及び㈱宇美フーズの食品製造設備について減損処理を行いました。
 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

（2022年３月31日現在）
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

加古川工場

(兵庫県加古川市)

不動産 賃貸設備
0 0

12,805

(412)
0 12,805

15

(7)その他 研究開発設備・休止設備

飯田

(長野県飯田市)
不動産 賃貸建物 100 －

349

(53)
11 461 －

中津川

(岐阜県中津川市)
不動産 賃貸土地 － －

3,307

（34)
－ 3,307 －

大垣

(岐阜県大垣市）
不動産 賃貸土地 － －

806

（23)
－ 806 －

 
 

   (2）国内子会社

（2022年３月31日現在）
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱宇美フーズ
宇美

(福岡県糟屋郡)
食品 食品製造設備 40 0

56

(6)
0 96

15

(12)

(注)上記機械装置及び運搬具にはリース資産0百万円を含んでおり、年間リース料は148百万円であります。

 

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。

２．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書きしております。

３．提出会社の中津川の土地は㈱バローホールディングスへ賃貸しております。

４．上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。
 
   提出会社

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
従業員数
（人）

年間賃借料
（百万円）

本社

（大阪市中央区）

全社的管理業務

販売業務

その他設備

（建物賃借）

31

(6)
47

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末において、重要な設備の新設、拡充、改修等の計画はありません。また、当連結会計年度に引き

続き、繊維製造設備の解体撤去が行われますが、過去に減損処理を行ったため、除却金額に重要性はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

Ａ種優先株式 11,000,000

計 24,000,000

　（注）当社の各種類の株式の発行可能種類株式総数の合計は35,000,000株となりますが、当社定款に定める発行可能株

式総数は24,000,000株としております。なお、発行可能種類株式総数の合計と発行可能株式総数との一致について

は、会社法上要求されておりません。

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2022年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,602,459 6,602,459

東京証券取引所

市場第二部（事業年度末

現在）

スタンダード市場（提出

日現在）

単元株式数

100株

Ａ種優先株式

（行使価額修正

条項付新株予約

権付社債等）

2,000,000 2,000,000 －
(注１～７)
単元株式数
1,000株

計 8,602,459 8,602,459 － －

 

　（注）行使価額修正条項付新株予約権付社債等の特質は、以下のとおりであります。

１．Ａ種優先株式は、株価の下落により取得価額が修正され、取得と引換えに交付する普通株式数が増加しま

す。修正の基準、修正の頻度及び取得価額の下限は以下のとおりであります。

修正の基準：東京証券取引所における当社普通株式の毎日の終値の平均値

詳細については、（注）３．Ａ種優先株式の内容(20）取得請求と普通株式の交付に記載のと

おりであります。

修正の頻度：１年に１回

取得価額の下限：当初取得価額の80％

２．Ａ優先株式について、全部の取得を可能とする旨の条項の定めは、2011年４月１日以降、権利者の意思にか

かわらず、全部または一部を取得できる旨を定めております。詳細については、（注）３．Ａ種優先株式の内

容(16）取得条項に記載のとおりであります。
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　　　　３．Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

(1）種類株式の名称 オーミケンシ株式会社Ａ種優先株式

（以下「Ａ種優先株式」という。）

(2）発行株式数 Ａ種優先株式　11,000,000株

(3）発行価額 １株につき500円

(4）発行価額の総額 5,500,000,000円

(5）発行価額中資本に組入れない額 １株につき250円

(6）資本組入額の総額 2,750,000,000円

(7）申込期日 2004年３月29日

(8）払込期日 2004年３月29日

(9）配当起算日 2004年３月30日

(10）発行方法 第三者割当ての方法により、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行に

4,900,000株、株式会社みずほコーポレート銀行に3,200,000株、東洋

商事株式会社に2,000,000株、株式会社三井住友銀行に900,000株を割

当てる。

(11）継続保有に関する事項 該当なし

(12）優先配当金

当会社は、剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）ま

たはＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有

する株主（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」

という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき下記(イ）に定める額の剰余金の配当（以下「Ａ種優先配

当金」という。）を支払う。ただし、下記(13）に定めるＡ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ａ

種優先中間配当金を控除した額とする。

(イ)優先配当金の額

１株あたりのＡ種優先配当金の額は、Ａ種優先株式の１株あたりの発行価額（500円）に、それぞれの

事業年度ごとに下記の配当年率（以下「Ａ種優先配当年率」という）を乗じて算出された額とする。た

だし、初年度のＡ種優先配当金については、配当起算日から当該事業年度の終了日までの日数（初日お

よび最終日を含む。）で日割り計算した額とする。

Ａ種優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の

結果、Ａ種優先配当金が１株につき50円を超える場合は、50円とする。

Ａ種優先配当年率は、2004年３月30日以降、次回の配当年率修正日（下記に定義される。）の前日まで

の各事業年度について、下記の算式により計算される年率とする。

Ａ種優先配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋2.00％

「配当年率修正日」は、2004年３月30日以降の毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は、前営

業日を配当年率修正日とする。

「日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）」とは、2004年３月31日までは2004年３月30日（配当起算日）におい

て全国銀行協会より午前11時における日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）として公表される数値をいい、そ

れ以降は各配当年率修正日およびその直後の10月１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点

において、午前11時における日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）として全国銀行協会によって公表される数

値の平均値をいうものとする。2004年３月30日、配当年率修正日またはその直後の10月１日（当日が銀

行休業日の場合は前営業日）に日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）が公表されない場合は、同日（当日が銀

行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間

市場出し手レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ６ヶ月物（360日ベース））として英国銀行協会（ＢＢＡ）に

よって公表される数値またはこれに準ずると認められるものを日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）に代えて

用いるものとする。

日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）またはこれに代えて用いる数値は、％位未満小数第４位まで算出し、そ

の小数第４位を四捨五入する。
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(ロ)累積条項

2005年３月末日を決算期日とする事業年度までの間において、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質

権者に対して支払う剰余金の配当の額がＡ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額（以下「Ａ

種未払配当金」という。）は累積するものとし、累積したＡ種未払配当金（以下「Ａ種累積未払配当

金」という。）は、Ａ種優先配当金およびＢ種優先配当金並びに普通株主または普通登録株式質権者に

対する剰余金の配当に先立って支払われるものとする。2006年３月末日を決算期日とする事業年度以降

のある事業年度におけるＡ種未払配当金は翌事業年度以降に累積しない。

(ハ)非参加条項

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて配当を行わない。

(13）優先中間配当金

当会社は、定款第39条に定める中間配当を行うときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対

し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につきＡ種優先配当金の２分の１ま

たは１株につき25円のいずれか低い額の金銭（以下「Ａ種優先中間配当金」という。）を支払う。

(14）残余財産の分配

当会社の残余財産の分配をするときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主ま

たは普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき500円を支払う。

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わない。

(15）現金を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、2011年以降、毎年７月１日から７月31日までの期間（以下「Ａ種優先株式取得請求可能

期間」という。）において、前事業年度における分配可能額の２分の１から、当会社が、当該取得請求が

なされた事業年度において、その発行しているすべての種類の優先株式の取得を既に行ったか、行う決定

を行った分の価額の合計額を控除した額を限度として、Ａ種優先株式の全部または一部を１株につき500

円の交付と引き換えに取得することを請求することができる。当会社は、Ａ種優先株式取得請求可能期間

の満了日から１ヵ月以内に、法令の定めにしたがって、取得手続を行うものとする。ただし、上記限度額

を超えて優先株主（ただし、種類は問わないものとする）からの取得請求があった場合、取得の順位は、

優先株式の種類を問わず、Ａ種優先株式取得請求可能期間経過後において実施する抽選その他の方法によ

り決定する。

(16）取得条項

当会社は、2011年４月１日以降いつでもＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者の意思にかかわら

ず、Ａ種優先株式の全部または一部を取得することができる。一部取得の場合は、抽選その他の方法によ

り行う。取得の対価としての取得価額は、１株につき500円に取得日の属する事業年度におけるＡ種優先

配当金の額を取得日の属する事業年度の初日から取得の日までの日数（初日および取得日を含む。）で日

割り計算した額（円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。）を加算した額とす

る。

(17）議決権

Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

(18）株式の併合または分割

当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について、株式の併合、分割または無償割当てを行わ

ない。

(19）新株引受権等の付与

当会社は、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、新株予約権の無償割当てを行わず、ま

た、募集株式、募集新株予約権および募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。

(20）取得請求と普通株式の交付

Ａ種優先株主は、下記の条件にしたがって、当会社に対し、その保有するＡ種優先株式を当会社が取得す

るのと引き換えに普通株式の交付を請求することができる。

(イ)取得を請求することができる期間

Ａ種優先株主は、2008年４月１日以降いつでも、当会社に対し、その保有するＡ種優先株式を当会社が

取得するのと引き換えに普通株式の交付を請求することができる。

(ロ)取得の条件

Ａ種優先株主は、上記(イ）の期間中、１株につき下記(a）から(c）に定める取得価額により、Ａ種優

先株式を当会社が取得するのと引き換えに当会社の普通株式の交付を請求することができる。

EDINET提出書類

オーミケンシ株式会社(E00531)

有価証券報告書

17/86



(a）当初取得価額

当初取得価額は、2004年３月30日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所に

おける当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を

除く。）を円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入した額とする。

(b）取得価額の修正

取得価額は、2009年４月１日以降、毎年４月１日（以下それぞれ「取得価額修正日」という。）に、

各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期間」という。）

の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。）に修正される（修正後取得価額は円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。なお、各時価算定期間内に、下記(c）で定める取得価額の調整

事由が生じた場合には、当該平均値は、下記(c）に準じて取締役会が適当と判断する値に調整され

る。）。ただし、上記の計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額の80％に相当する金額（円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。以下「下限取得価額」という。ただし、

下記(c）により調整される。）を下回る場合には下限取得価額をもって、また、修正後取得価額が当

初取得価額の150％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。以下「上限取得価額」という。ただし、下記(c）により調整される。）を上回る場合には上限取

得価額をもって修正後取得価額とする。

(c）取得価額の調整

Ⅰ　Ａ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式（以下「取得

価額調整式」という。）により調整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

    
既発行普通株式数 ＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×

１株あたりの時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数

ｉ　取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合（自己株式を

処分する場合を含む。）

調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の

翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は、取得価額調整式における「新規発行普通

株式数」に算入される。

ⅱ　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後取得価額は、株式の分割のための株主割当日の翌日以降、これを適用する。ただし、剰余

金の額を減少して資本金の額を増加することを条件としてその部分をもって株式の分割により普

通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該剰余金の減少の決議をする株主総会の終結

の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後取得価額は、当該剰余金

の額を減少して資本金の額を増加することの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを

適用する。

ⅲ　取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式

の交付を請求することができる株式または権利行使により発行される普通株式１株あたりの発行

価額（ただし、当該発行価額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資され

る財産の額の合計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）が取得価額調整

式に使用する時価を下回ることとなる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合

調整後取得価額は、その証券（権利）の発行日に、または募集のための株主割当日がある場合は

その日の終わりに、発行される証券（権利）の全額が取得またはすべての新株予約権が行使され

たものとみなし、その発行日の翌日以降、またはその割当日の翌日以降、これを適用する。

Ⅱ　上記Ⅰに掲げる場合のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等により取得価額の調整を必

要とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額により調整される。

Ⅲ　取得価額調整式に使用する１株あたりの時価は、調整後取得価額を適用する日（ただし、上記Ⅰⅱ

ただし書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引

所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない

日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。なお、上記45取引日の間に、上記ⅠまたはⅡで定める取得価額の調整事由が生じた場合には、

取得価額調整式で使用する時価（当該平均値）は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。
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Ⅳ　取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得

価額とし、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその

日、また、株主割当日がない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の

発行済普通株式数とする。なお、処分される自己株式の数は、取得価額調整式に使用する既発行普

通株式数から控除される。

Ⅴ　取得価額調整式で使用する１株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

ⅰ　上記Ⅰⅰの時価を下回る払込金額（または処分価額）をもって募集株式の発行等をする場合に

は、当該払込金額（金銭以外の財産による払込みの場合にはその適正な評価額）

ⅱ　上記Ⅰⅱの株式分割により普通株式を発行する場合は０円

ⅲ　上記Ⅰⅲの時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交付の請求ま

たは上記Ⅰⅲで定める内容の新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合は、当該取得

価額または当該新株予約権の行使により発行される普通株式１株あたりの発行価額（ただし、当

該発行価額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産の額の合計

額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）

Ⅵ　取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、その後取得価額の調整を必要とする事由が発

生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額

からこの差額を差し引いた額を使用する。

(ハ)取得請求により交付すべき普通株式数

Ａ種優先株式の取得請求により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

取得請求により交付

すべき普通株式数
＝

Ａ種優先株主が取得請求のために提出したＡ種優先株式の発行価額の総額

取得価額

取得請求により交付すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときは、これを切捨

てる。

(ニ)取得の請求により交付する株式の内容

当会社普通株式

(ホ)取得請求受付場所

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

(ヘ)取得請求の効力の発生

取得請求の効力は、取得請求書およびＡ種優先株式の株券が前述(ホ）に記載する取得請求受付場所に

到着したときに発生する。ただし、Ａ種優先株式の株券が発行されていない場合は、株券の提出を要し

ないものとする。

(ト)取得請求による普通株式の交付後第１回目の配当

Ａ種優先株式の取得請求により交付された普通株式に対する最初の剰余金の配当または中間配当金は、

取得の請求がなされたときに属する事業年度の初めに取得があったものとみなしてこれを支払う。ただ

し、普通株式について中間配当として金銭の分配がなされた事業年度において、取得の請求が当該事業

年度の10月１日から翌年３月31日までになされたときは10月１日に取得があったものとみなしてこれを

支払う。

(21）優先順位

当会社の発行する各種の種類株式の優先配当金、優先中間配当金および残余財産の分配の支払順位は、同

順位とする。

４．(1）Ａ種優先株式11,000,000株のうち9,000,000株については、2007年9月10日に取締役会決議に基づく買取り

及び消却を行なっております。

(2）Ａ種優先株式には会社法第322条第２項に規定する定款の定めを設けておりません。

(3）Ａ種優先株式は資金調達を目的として金融機関及び取引先に対して議決権のない株式を発行したものであ

り、議決権を有しないこととしている理由は、既存の株主への影響を考慮したためであります。

５．権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当はありません。

６．当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当はありません。

７．当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

該当はありません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式　
総数増減数

（千株）

発行済株式　
総数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金　
増減額
（百万円）

資本準備金　
残高
（百万円）

2018年10月１日

（注）１
△59,422 8,602 － 3,205 － 875

2021年８月20日

（注）２
－ 8,602 △3,105 100 △850 25

 　（注)１．2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、普通株式の

発行済株式総数は59,422,135株減少し、6,602,459株となっております。

　　　　２．会社法第449条第２項及び第３項の規定に基づき、資本金及び資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振

り替えたものであります。

 

（５）【所有者別状況】

①　普通株式

       2022年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 9 32 41 11 5 4,398 4,496 －

所有株式数

（単元）
－ 5,862 2,275 9,302 283 19 48,200 65,941 8,359

所有株式数の

割合（％）
－ 8.89 3.45 14.11 0.43 0.03 73.09 100.00 －

　（注）１．自己株式5,296株は、「個人その他」に52単元及び「単元未満株式の状況」に96株を含めて記載しておりま

す。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、３単元含まれております。

②　Ａ種優先株式

       2022年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － 1 － － － 1 －

所有株式数

（単元）
－ － － 2,000 － － － 2,000 －

所有株式数の

割合（％）
－ － － 100.00 － － － 100.00 －
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（６）【大株主の状況】

  2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

東洋商事株式会社 大阪市中央区瓦町２-５-14 2,572 29.92

龍寶　裕子 東京都渋谷区 654 7.60

丸山　三千夫 山梨県中巨摩郡昭和町 336 3.91

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 294 3.42

竹甚板硝子株式会社 愛知県刈谷市司町６－27 200 2.32

太陽生命保険株式会社 東京都中央区日本橋２－７－１ 200 2.32

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 73 0.84

丸山　光子 山梨県中巨摩郡昭和町 66 0.77

龍寶　惟男 東京都渋谷区 64 0.74

千歳コーポレーション株式会社 東京都千代田区神田鍛冶町３－６－３ 62 0.72

計 － 4,524 52.62

 

なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

  2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

（個）

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

龍寶　裕子 東京都渋谷区 6,542 9.92

東洋商事株式会社 大阪市中央区瓦町２－５－14 5,723 8.68

丸山　三千夫 山梨県中巨摩郡昭和町 3,368 5.11

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 2,947 4.47

竹甚板硝子株式会社 愛知県刈谷市司町６－27 2,000 3.03

太陽生命保険株式会社 東京都中央区日本橋２－７－１ 2,000 3.03

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 730 1.10

丸山　光子 山梨県中巨摩郡昭和町 664 1.00

龍寶　惟男 東京都渋谷区 640 0.97

千歳コーポレーション株式会社 東京都千代田区神田鍛冶町３－６－３ 627 0.95

計 － 25,241 38.30
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 Ａ種優先株式 2,000,000 －

「１(1）②　発行済株

式」の「内容」の記載

を参照

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 5,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,588,900 65,889 －

単元未満株式 普通株式 8,359 －
一単元（100株）　未

満の株式

発行済株式総数  8,602,459 － －

総株主の議決権  － 65,889 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名　
又は名称

所有者の住所
自己名義所有　
株式数（株）

他人名義所有　
株式数（株）

所有株式数の　
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

オーミケンシ株式

会社

大阪市中央区南本

町４－１－１
5,200 － 5,200 0.06

計 － 5,200 － 5,200 0.06
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２【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】

 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得
 

（１）【株主総会決議による取得の状況】
 

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】
 

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号に該当する普通株式

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 5 1,865

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、2022年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に

係る移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 5,296 － 5,296 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2022年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

当社は、株主各位への配当政策は最重要政策の一つとして認識しており、収益状況、内部留保の充実等を総合的に

勘案し、安定配当を行うことを基本としております。

また、当社は期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としておりますが、中間配当の制度も定めて

おります。

これら剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　2022年3月期の業績につきましては、事業再構築策はまだ計画道半ばであり、2023年3月期においても設備・建物の

解体及び撤去費用等が発生する見込みであります。以上の状況を勘案し、誠に遺憾ではありますが、2022年3月期の

普通株式及びＡ種優先株式に係る期末配当金につきましては無配とさせていただきました。

　内部留保資金につきましては、財務体質の改善を図りつつ、今後の事業展開等に有効投資してまいりたいと考えて

おります。

今後、安定配当を確実なものとする収益体質を早急に確立し、出来る限り早期の普通配当の復配を目指して努力致

します。

当社は、「毎年９月30日を基準日として、取締役会の決議をもって、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。

EDINET提出書類

オーミケンシ株式会社(E00531)

有価証券報告書

23/86



４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、会社経営にあたり、内部統制機能を強化し、取締役会の活性化、経営の意思決定の迅速化を図るととも

に、経営の透明性を高め、経営参画を高める等の施策に取り組み、企業価値を高めていくことを基本方針としてお

ります。

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

・企業統治の体制の概要

当社は監査役会設置会社であります。企業統治の体制につきましては、当社は会社法に基づく機関として、株

主総会及び取締役の他、取締役会、監査役、監査役会、会計監査人を設置しており、これらの機関の他に内部監

査部を設置しております。

現行の体制につきましては、取締役の人数は４名（うち社外取締役１名、提出日現在）であります。取締役会

には重要事項はすべて付議され、業務執行状況についても随時報告されております。また当社は監査役制度を採

用しており、監査役の人数は３名（うち社外監査役２名、提出日現在）であります。各監査役は取締役の職務の

執行を監査しております。

取締役会では、業務遂行の監督と経営上の重要事項の決定の機能を担っており、事業計画等の経営の基本方針

その他の経営上の重要事項、並びに法令、定款により取締役会が決定すべきこととされている、重要な業務執行

の意思決定を行っております。社外取締役１名を含む４名の取締役から構成され、取締役会の決議により選任さ

れた取締役が議長を務めております。また、社外監査役２名を含む監査役３名が出席し、適宜意見を述べており

ます。

監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名からなり、監査方針を決定し、監査に関する重要な事項の報

告・協議・決議を行っております。

当社の経営組織の概要は次のとおりであります。

・企業統治の体制を採用する理由

当社は会社運営にあたり、内部統制の機能を強化し、取締役会の活性化、経営の意思決定の迅速化を図るとと

もに、経営の透明性を高め、経営参画の意識を高める等の施策に取り組み、企業価値を高めていくために企業統

治の体制を採用しております。

企業統治の体制を採用することにより、十分な執行・監督体制を構築しているものと考えております。

③　企業統治に関するその他の事項

・内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムといたしましては企業行動規範をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を役

職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範としております。また、その徹底を図るた

め、内部統制担当部門においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部門を中心に役職

員教育等を行い、コンプライアンスの状況を監査しております。これらの活動は取締役会及び監査役会に報告し

ております。また、法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段として通報窓口を設置・

運営しております。

・リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制につきましてはコンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理

等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの規定、研修の実施、マニュアルの

作成・配布等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は内部統制担当部門が行うものとし

ております。新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定めることと

しております。また、当社では複数の顧問弁護士と顧問契約を結んでおり、必要に応じて法律面でのアドバイス

を受けております。
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・子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況
当社の子会社の業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」に基づき、コンプライアンス体制、リスク

管理体制を整備するとともに、内部通報制度を子会社にも適用し、当社の内部監査部門を中心に、子会社の業務

監査を実施しております。

・責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び各社外監査役との間で、会社法第427条第1項及び定款の規定に基づき、同法第423条

第1項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定する契約を締結しております。

・役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、取締役、監査役、執行役員及び子会社役員、並びに当社及び子会社の管理職を被保険者とする、会社

法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。保険料は、全

額当社が負担しております。被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を

受けることによって生ずることのある損害が填補されます。

④　取締役の定数

当社の取締役は17名以内とする旨定款に定めております。

⑤　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議は累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

⑥　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会におけ

る特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

⑦　自己の株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議を

もって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

⑧　中間配当

当社は、毎年９月30日を基準日として、取締役会の決議をもって、中間配当金として剰余金の配当を行うことが

できる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

⑨　種類株式（Ａ種優先株式）について議決権を有しないこととしている理由

優先株式は資金調達を目的として金融機関及び取引先に対して議決権のない株式を発行したものであり、既存の

株主への影響を考慮したためであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性7名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役会長

（代表取締役）
石原　美秀 1947年４月21日生

1970年４月 当社入社

2000年６月 経営企画部長

2004年６月 取締役就任

2010年６月 代表取締役専務取締役就任

2017年６月 代表取締役社長就任

2022年６月 代表取締役会長就任（現）
　

(注)3
普通株式

1

取締役社長

（代表取締役）

環境素材事業本部長

髙口　 彰 1964年７月18日生

1989年４月 当社入社

2010年６月 加古川工場長

2014年６月 取締役就任

2015年７月 素材販売部長

2019年６月 素材事業本部長

2020年６月 代表取締役専務取締役就任

2020年11月 環境素材事業本部長（現）

2022年６月 代表取締役社長就任（現）
　

(注)3
普通株式

0

取締役

管理部長
大野　泰由 1967年６月22日生

1986年４月 当社入社

2008年６月 経営企画部企画グループ部長

2012年６月 管理本部経営企画部長

2016年12月 経営企画部長

2021年６月 管理部長（現）

2022年６月 取締役就任（現）
　

(注)3
普通株式

0

取締役 原沢　隆三郎　 1951年1月30日生

1974年４月 株式会社三菱銀行（現　株式会社

三菱ＵＦＪ銀行）入行

2001年６月 同行執行役員就任

2005年６月 同行常務取締役就任

2008年10月 同行専務取締役就任

2009年６月 同行常任顧問就任

2011年６月 丸の内キャピタル株式会社代表取

締役会長就任

株式会社チノー社外監査役就任

（現）

2019年６月 当社取締役就任（現）
　

(注)3 －

常勤監査役 近藤　武彦 1961年８月７日生

1982年４月 当社入社

2010年７月 秘書室長

2014年７月 総務人事部長兼秘書室長

2016年12月 管理部長

2021年６月 常勤監査役就任（現）
　

(注)4 －

監査役 桑野　哲雄 1945年６月８日生

1964年４月 大蔵省（現　財務省）入省

1999年７月 北海道財務局理財部金融検査監理

官

2000年７月 福岡財務支局長崎財務事務所長

2002年３月 退官

2003年４月 国家公務員共済組合連合会新小倉

病院事務部長

2007年４月 財団法人交通事故紛争処理セン

ター福岡支部事務局長

2013年６月 退職

2016年６月 当社監査役就任（現）
　

(注)5
普通株式

1

 

 

 

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）
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監査役 竹前　 賢 1968年２月28日生

1991年４月 株式会社三菱銀行（現　株式会社

三菱UFJ銀行）入行

2007年２月 同行事業戦略開発部上席調査役

2011年１月 ジャパン・インダストリアル・ソ

リューションズ株式会社出向

2011年10月 経営コンサルタント（現）

2020年６月 当社監査役就任（現）

　

(注)5
 
－

計
普通株式

2

　（注）１．取締役原沢隆三郎は、社外取締役であります。

２．監査役桑野哲雄及び竹前賢は、社外監査役であります。

３．2022年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．監査役近藤武彦の任期は、前任者の辞任に伴う就任であるため、当社定款の規定により、前任者の任期満了

の時までであります。なお、前任者の任期は、2020年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間で

あります

５．2020年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．当社は、法令に定める取締役及び監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定め

る補欠監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

役職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（千株）

補欠監査役 大塚　千昭 1962年８月27日生

1981年４月 当社入社

－
2016年12月 当社経営企画部副部長

2020年７月 当社内部監査部長兼経営企

画部副部長
 

②　社外役員の状況

当社は独立性を保ち豊富な経験、知識を経営に活かしていただくことを目的として社外取締役を選任してお

ります。また独立性を保ち中立的な立場から客観的に監査を実施していただくとともに、豊富な知識と判断力

に基づく取締役の職務執行に対する監査を実施していただくことを目的として社外監査役を選任しておりま

す。なお、当社は独立性に関する基準又は方針を特段設けておりませんが、東京証券取引所における「独立性

に関する判断基準について」等を参考にしております。

当社の社外取締役は取締役４名中１名、社外監査役は監査役３名中２名であります。取締役原沢隆三郎は銀行

や金融部門における役員経験のほか、製造業の監査役を複数社経験するなど、幅広い知識と能力を有しており、

その識見を当社の経営に活かしていただくべく、社外取締役として選任しております。監査役桑野哲雄は金融行

政等に携わった経験で培われた豊富な知識と判断力に基づく取締役の職務執行への監査機能に期待するため、社

外監査役として選任しております。監査役竹前賢は金融機関及び経営コンサルタント業に携わった経験で培われ

た豊富な知識と判断力に基づく取締役の職務執行への監査機能に期待するため、社外監査役として選任しており

ます。社外監査役１名は、当社の株式を所有しております。社外取締役及び社外監査役と当社との間には取引等

の利害関係はありません。なお、社外取締役原沢隆三郎は過去に㈱三菱東京ＵＦＪ銀行（現㈱三菱ＵＦＪ銀行）

の専務取締役に就任しておりました。㈱三菱ＵＦＪ銀行は現在当社の普通株式を所有しており、当社は現在㈱三

菱ＵＦＪ銀行から借り入れを行っております。社外取締役原沢隆三郎、社外監査役桑野哲雄及び竹前賢は東京証

券取引所に対し、独立役員として届け出ております。社外監査役は取締役会、監査役会等においてそれぞれ専門

的見地から適宜質問し意見を述べており、内部監査室及び会計監査人と相互に連携を保っております。取締役会

には内部統制担当部門の責任者も出席して、社外取締役及び社外監査役との連携を保っております。
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③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

　当社は、内部監査担当部門として３名で組織された内部監査部を設置しており、内部監査規程に基づき各部門

及び関係会社の監査にあたっております。また、当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名と社外監査

役２名が執務し、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握する為、取締役会及び経営に係る重要な会

議に出席するとともに、稟議書等業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることと

しております。また、監査役は「監査役会規則」及び「監査役監査基準」に基づく独立性と権限により監査の実

効性を確保するとともに内部監査部及び会計監査人と密接な連携を保ち、必要に応じて監査の内容について報告

を受けることにより、監査効率、監査成果の達成を図っております。内部監査部は会計監査人と協議の上作成さ

れた年間計画に基づき、内部監査を行っております。また、内部監査部と内部統制担当部門は会計監査人と進捗

管理及び情報交換を行うことで連携を図っております。監査役、社外監査役及び社外取締役は会計監査人と会計

監査や四半期レビューの報告等を通じて連携を図っております。
 

 
（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

当社における監査役監査は常勤監査役１名と社外監査役２名が執務し、重要な意思決定のプロセスや業務の執行

状況を把握する為、取締役会及び経営に係る重要な会議に出席するとともに、稟議書等業務執行に係る重要な文書

を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることとしております。また、監査役は「監査役会規則」及び「監査役

監査基準」に基づく独立性と権限により監査の実効性を確保するとともに内部監査部及び会計監査人と進捗管理及

び情報交換を行い、必要に応じて監査の内容について報告を受けるとともに往査等に同行することにより、密接な

連携を保ち、監査効率、監査成果の達成を図っております。

なお、常勤監査役近藤武彦は、当社の経理部に1982年9月から1989年9月まで在籍し、通算7年にわたり決算手

続、財務諸表の作成並びに管理会計業務等に従事し、また、監査役桑野哲雄は、金融行政等に携わった経験によ

り、監査役竹前賢は、金融機関及び経営コンサルタント業に携わった経験により、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。

当事業年度において当社は監査役会を合計10回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおり

であります。

氏　名 開催回数 出席回数

近藤　武彦 10 10

桑野　哲雄 10 10

竹前　 賢 10 10

監査役会においては、監査方針や監査計画の策定及び業務分担等を検討するとともに、監査報告書の作成、常勤

監査役等の職務執行状況の報告等を行いました。また会計監査人に関する評価についても検討いたしました。

常勤監査役の活動としては、重要な会議等への出席、書類・資料・文書等の閲覧、幹部社員に対する面談・聴取

による現業部門の実態及び問題点の把握、実地調査（往査）、会計監査人との連携、内部監査部門との連携等があ

ります。これらの活動について監査役会で報告を行い情報の共有化を図っております。

 
②　内部監査の状況

当社における内部監査は内部監査部３名で組織されており、内部監査規程に基づき各部門及び関係会社の監査に

あたっております。また、会計監査人と協議の上作成された年間計画に基づき、内部監査を実施し、改善事項の提

言及び改善状況の確認を行っております。内部監査部は会計監査や往査に立ち会うとともに、監査役や会計監査人

と進捗管理及び情報交換を行うことで連携を図っております。
 

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

監査法人和宏事務所
 

ｂ.継続監査期間

2年間
 
ｃ．業務を執行した公認会計士

南　幸治

平岩　雅司
 
ｄ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名であります。
 
ｅ．監査法人の選定方針と理由

当社は監査法人を選定するに当たり、監査法人の規模、過去の実績、現在監査を行っている他の会社の状況、

監査報酬等を考慮しております。
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ｆ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、相当である旨

の評価をいただいております。
 

ｇ．監査法人の異動

当社の監査法人は次のとおり異動しております。

前々連結会計年度及び前々事業年度   永和監査法人

前連結会計年度及び前事業年度   監査法人和宏事務所

 

なお、臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

(1)異動に係る監査公認会計士等の名称

①選任する監査公認会計士等の名称

監査法人和宏事務所

②退任する監査公認会計士等の名称

永和監査法人

(2)異動の年月日　2020年６月26日

(3)監査公認会計士等であった者が監査公認会計士等でなくなった場合（概要）

①異動監査公認会計士等が監査公認会計士等となった年月日　2009年６月26日

②異動公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

該当事項はありません。

③異動の決定又は当該異動に至った理由及び経緯

当社の会計監査人であった永和監査法人は、当社の第155回定時株主総会終結の時をもって任期満了と

なりました。

同監査人から、昨今の経営環境の変化に伴う監査工数の増加が見込まれる中で、人的リソースの不足か

ら、従前の監査報酬での品質維持に必要な監査時間の確保が難しいことを理由に契約更新を差し控えたい

旨の申出を受けたことを契機に、十分な監査体制の確保と当社の事業規模に適した監査対応について慎重

に検討した結果、これを了承し、その後任として新たに監査法人和宏事務所を会計監査人として選任した

ものであります。

④上記③の理由及び経緯に対する異動監査公認会計士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

 
④監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく　
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく　
報酬（百万円）

提出会社 19 － 18 －

連結子会社 － － － －

計 19 － 18 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ．を除く）

該当事項はありません。
 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。
 

ｄ.監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、当社の規模等を勘案し、監査

役会の同意を得た上で適切に決定しております。

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が会社法第399条第１項の同意をし

た理由は、監査日数、当社の規模等を勘案し、適正であると判断したためであります。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、その内容は、企業価値の持続的な

向上を図るインセンティブとして機能するよう考慮しながら、個々の取締役の報酬等の決定に際しては各職責を踏

まえた適正な水準とすることを基本方針とし、具体的には、取締役の報酬等は、固定報酬としての基本報酬、業績

連動報酬、退職慰労金により構成するが、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬、退

職慰労金を支払うこととしております。なお、退職慰労金については株主総会の承認に基づき内規に従って算定し

ております。

また、その決定方法は、個人別の報酬等の額については、取締役会決議に基づき、代表取締役社長髙口彰がその

具体的内容について委任を受けるものとし、代表取締役社長は、内規に基づき、他の取締役とも協議の上これを決

定しております。

報酬等の構成割合は、取締役の基本報酬・退職慰労金は概ね85～90%、業績連動報酬は概ね10～15%とし、社外役

員及び監査役の基本報酬・退職慰労金は100%、業績連動報酬はありません。

なお、業績連動報酬に係る指標は、各事業年度の連結経常利益の目標値に対する達成度合いであり、当該目標を

選択した理由は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるためであります。目標となる業績指標とその値

は、適宜、環境の変化に応じて見直しを行うものとしており、毎年、一定の時期に支給するものとしております。

当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は1982年７月21日であり、取締役の報酬限度額は年額144百

万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査役の報酬限度額は年額36百万円以内と決議されておりま

す。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
30 24 － 5 2

監査役

（社外監査役を除く。）
7 6 － 0 2

社外役員 13 12 － 0 3

（注）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

 

③　連結報酬等の総額が１億円以上である者の連結報酬等の総額等

該当事項はありません。

 

④　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なものはありません。
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（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、株式の価値の変動または株式に係る配当の受領によって利益を得ることを目的として保有する株式を純投

資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式（政策保有株式）に区分しており

ます。

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

当社は投資目的以外で保有する株式については、取引関係の維持・強化を目的として最小限の保有としていま

す。保有に伴う資本コスト等への合理性については、取締役会にて検証を行います。なお、保有の継続が適切

でないと判断した株式については縮減に努めます。また、同株式に係る議決権の行使は、議案が保有方針に適

合するかを総合的に勘案して行っております。

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 5 15

非上場株式以外の株式 1 21

 

　（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

　　　該当事項はありません。

　（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

　　　該当事項はありません。

ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

　㈱Ｔ＆Ｄホール

ディングス

12,600 12,600
同社グループは、当社グループ従業員の

福利厚生に関する保険取引があり、安定

した取引関係の維持・強化を目的として

同社グループの株式を保有しておりま

す。

無

21 17

（注）㈱Ｔ＆Ｄホールディングスは当社株式を保有しておりませんが、同社の子会社が当社の株式を保有しております。

　　　定量的な保有効果の記載は困難であります。保有の合理性は、目的、取引状況等を踏まえて検証しております。

③保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2021年４月１日から2022年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人和宏

事務所による監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、セミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※３ 2,969 3,105

受取手形及び売掛金 503 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － ※４ 356

商品及び製品 658 547

仕掛品 ※３ 6 ※３ 6

原材料及び貯蔵品 99 118

その他 127 244

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 4,360 4,373

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※３ 206 ※３ 196

機械装置及び運搬具（純額） 75 66

土地 ※３ 18,478 ※３ 17,559

その他（純額） 21 28

有形固定資産合計 ※１ 18,782 ※１ 17,851

無形固定資産 23 2

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 51 ※２ 54

その他 156 150

貸倒引当金 △57 △58

投資その他の資産合計 150 147

固定資産合計 18,956 18,000

繰延資産   

社債発行費 13 10

繰延資産合計 13 10

資産合計 23,330 22,384
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 402 304

短期借入金 ※３ 2,017 ※３ 8,575

１年内償還予定の社債 ※３ 140 ※３ 140

リース債務 218 200

未払法人税等 6 5

賞与引当金 28 26

その他 614 ※５ 585

流動負債合計 3,428 9,837

固定負債   

社債 ※３ 405 ※３ 265

長期借入金 ※３ 7,663 ※３ 735

リース債務 715 536

繰延税金負債 5,364 5,754

役員退職慰労引当金 115 97

環境対策引当金 65 12

退職給付に係る負債 380 342

その他 1,000 1,002

固定負債合計 15,710 8,747

負債合計 19,139 18,584

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,205 100

資本剰余金 2,724 5,829

利益剰余金 △456 △832

自己株式 △4 △4

株主資本合計 5,467 5,092

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6 8

繰延ヘッジ損益 1 －

為替換算調整勘定 △1,284 △1,300

その他の包括利益累計額合計 △1,277 △1,292

純資産合計 4,190 3,799

負債純資産合計 23,330 22,384
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 6,788 ※１ 3,980

売上原価 ※２、※４ 5,225 ※２、※４ 2,566

売上総利益 1,562 1,414

販売費及び一般管理費 ※3、※４ 1,750 ※3、※４ 1,238

営業利益又は営業損失（△） △187 175

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 1 2

為替差益 － 49

助成金収入 131 71

その他 29 17

営業外収益合計 164 140

営業外費用   

支払利息 231 219

操業休止経費 54 29

その他 43 35

営業外費用合計 329 284

経常利益又は経常損失（△） △352 31

特別利益   

固定資産売却益 ※５ 4,169 ※５ 1,004

事業構造改善引当金戻入額 822 －

その他 － 31

特別利益合計 4,991 1,035

特別損失   

固定資産売却損 ※６ 7 －

固定資産廃棄損 ※７ 0 ※７ 5

減損損失 ※８ 2,104 ※８ 100

事業構造改善引当金繰入額 ※９ 125 －

事業撤退損 ※10 1,005 ※10 938

為替差損 352 －

その他 21 －

特別損失合計 3,616 1,044

税金等調整前当期純利益 1,021 22

法人税、住民税及び事業税 8 7

法人税等還付税額 △0 －

法人税等調整額 △27 390

法人税等合計 △19 397

当期純利益又は当期純損失（△） 1,040 △375

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△）
1,040 △375
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） 1,040 △375

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 4 1

繰延ヘッジ損益 0 △1

為替換算調整勘定 352 △16

その他の包括利益合計 357 △15

包括利益 ※１、※２ 1,398 ※１、※２ △390

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,398 △390

非支配株主に係る包括利益 － －

 

EDINET提出書類

オーミケンシ株式会社(E00531)

有価証券報告書

36/86



③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,205 2,724 △1,497 △4 4,427

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純利益   1,040  1,040

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 - - 1,040 △0 1,040

当期末残高 3,205 2,724 △456 △4 5,467

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 1 0 △1,637 △1,634 2,792

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純利益     1,040

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

4 0 352 357 357

当期変動額合計 4 0 352 357 1,398

当期末残高 6 1 △1,284 △1,277 4,190
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当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,205 2,724 △456 △4 5,467

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

  △375  △375

自己株式の取得    △0 △0

減資 △3,105 3,105   －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 △3,105 3,105 △375 △0 △375

当期末残高 100 5,829 △832 △4 5,092

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 6 1 △1,284 △1,277 4,190

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

    △375

自己株式の取得     △0

減資     －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

1 △1 △16 △15 △15

当期変動額合計 1 △1 △16 △15 △390

当期末残高 8 － △1,300 △1,292 3,799
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,021 22

減価償却費 318 46

減損損失 2,104 100

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 △1

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △532 △37

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5 △17

賞与引当金の増減額（△は減少） △53 △1

有形固定資産除売却損益（△は益） △4,161 △999

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △1,800 -

受取利息及び受取配当金 △3 △2

為替差損益（△は益） 352 △54

事業撤退損 1,005 938

支払利息 231 219

売上債権の増減額（△は増加） 550 148

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,448 113

仕入債務の増減額（△は減少） △1,010 △100

その他 88 △444

小計 △441 △71

利息及び配当金の受取額 3 2

利息の支払額 △230 △222

法人税等の支払額 △16 △8

法人税等の還付額 0 -

事業撤退損の支払額 △913 △938

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,598 △1,237

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △0 -

定期預金の払戻による収入 - 13

有形固定資産の取得による支出 △340 △177

有形固定資産の売却による収入 4,840 2,233

敷金の回収による収入 43 5

その他 △4 -

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,538 2,073

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 176 197

長期借入金の返済による支出 △567 △567

社債の償還による支出 △140 △140

リース債務の返済による支出 △261 △197

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △792 △707

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20 20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,127 148

現金及び現金同等物の期首残高 829 2,957

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,957 ※ 3,105
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　4社

主要な連結子会社名

　オーミケンシソリューション㈱

　近絹（上海）商貿有限公司

　オーミ・ド・ブラジルテキスタイル㈱

　㈱宇美フーズ

  (2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

　オーミ建設㈱

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

　（1）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

　　　主要な会社等の名称

　　　　（非連結子会社）

　　オーミ建設㈱

　（関連会社）

　　　　　９　ディグリーズ　エナリー㈱

　　　持分法を適用していない理由

　　　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

　　に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

　　ても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちオーミ・ド・ブラジルテキスタイル㈱及び近絹（上海）商貿有限公司の決算日は12月31日であ

り、㈱宇美フーズの決算日は２月28日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日との間に発

生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ

　時価法

③　棚卸資産

   移動平均法による原価法（ただし、販売用不動産の評価については、個別法による原価法）を採用しておりま

す。

　　なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、建物及び2016年４月１日以降に取得した構

築物については、定額法を採用しております。

また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３～47年

機械装置及び運搬具　　２～10年

 　　②　無形固定資産（リース資産を除く）

……主として定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。

 　　③　リース資産

　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度の負担額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④　環境対策引当金
　ＰＣＢ(ポリ塩化ビフェニル)の処分に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上しており
ます。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

　　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　　当社及び連結子会社の主な事業は繊維事業、不動産賃貸事業、食品事業、ソフトウェア開発事業であります。

　　当社及び連結子会社では、主に完成した製品や役務を顧客に供給することを履行義務としており、原則として

完成した製品や役務を顧客に引き渡した時点で収益を認識しております。

　　なお、ソフトウェア開発事業における長期工事契約のうち、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断

される場合については、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報

告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っておりま

す。

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

EDINET提出書類

オーミケンシ株式会社(E00531)

有価証券報告書

41/86



(7）重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ

　なお、金利スワップのうち金融商品会計基準に定める特例処理の適用要件を満たしているものについては、特例

処理を行っております。

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ、金利オプション、為替予約

ヘッジ対象……変動金利借入金、買掛金

　③　ヘッジ方針

　リスク管理方針に関する社内規定に従い、ヘッジ対象の金利上昇リスクや為替変動リスクを回避することを目的

としております。

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの相場変動額又はキャッシュ・フロー変動額を基礎にして、ヘッジの有効

性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しておりま

す。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び取得日から3ヶ月以内に満期日が到来する定期性預金等からなっておりま

す。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　繰延資産の処理方法

　社債発行費……社債の償還までの期間にわたり、定額法により償却しております。

②　連結納税制度の適用

　　連結納税制度を適用しております。

③　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社及び一部の国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することと

なります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ通算

制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結

納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年

３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　

2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に

基づいております。

なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに税効

果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する予定であります。

 

（重要な会計上の見積り）

固定資産減損損失の認識の要否

 (1)当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

土地 18,478 17,559

建物及び構築物 206 196

 

 (2)重要な会計上の見積りに関するその他の情報

当社は事業再構築策の実行による収益改善の取り組みを進めており、不採算事業からの撤退を行っており

ます。不動産は賃貸もしくは売却を目的とする資産として活用する予定としており、一部の区画については

既に売却しております。

工場跡地について、当連結会計年度末においては不動産鑑定評価等に基づく金額、現状の利用計画に基づ

く土壌改良費見込み等により、回収可能価額が簿価を上回るため減損損失の認識は不要と判断しております

が、計画変更等によって、それらの見積りが変動した場合に、翌連結会計年度の連結財務諸表において認識

する金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当

連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取り扱いに従っており、

当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余

金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、当該期首残高に与える影響はありません。

　この結果、当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取

手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示しております。なお、収益認

識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行って

おりません。さらに、「収益認識会計基準」第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る顧客と

の契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を

当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　

2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来に

わたって適用することといたしました。なお、当該会計基準等の適用が当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はあ

りません。

　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うことといた

しました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2019年７月４日）第

７-４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについては記載しておりません。
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（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当連結会計年度
（2022年３月31日）

6,284百万円 3,424百万円

 

※２　非連結子会社及び関連会社に対する主な資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）

投資有価証券（株式） 23百万円 23百万円

（うち、共同支配企業に対する投資の

金額)

 

（5百万円)

 

（5百万円)

 

※３　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）

預金 12百万円 －百万円

仕掛品 5 5

建物及び構築物および土地 18,018 17,136

計 18,037 17,141

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）

短期借入金(１年内返済予定の長期借入金

を含む)

1,634百万円 8,575百万円

１年内償還予定の社債 140 140

社債 405 265

長期借入金 7,446 735

計 9,625 9,715

 

※４　受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以下のと

おりであります。

 
当連結会計年度

（2022年３月31日）

受取手形 100百万円

売掛金 255

契約資産 －

 

※５　流動負債の「その他」に含まれる契約負債の金額は以下のとおりであります。

 
当連結会計年度

（2022年３月31日）

契約負債 87百万円

 

　６　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）

受取手形割引高 222百万円 142百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解

した情報」に記載しております。

 

※２　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損（△は戻入額）が売上原価に含

まれております。

前連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

4百万円 4百万円

 

　※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

１．給料賃金 515百万円 336百万円

２．賞与引当金繰入額 28 26

３．退職給付費用 15 25

 

　※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

　前連結会計年度
（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

143百万円 181百万円

 

　※５　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

機械装置及び運搬具

土地

その他

9百万円

3,761

397

11百万円

992

0

計 4,169 1,004

 

　※６　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

土地 7百万円 －百万円

計 7 －

 

　※７　固定資産廃棄損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

建物及び構築物

機械装置他

0百万円

0

4百万円

0

計 0 5
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※８　減損損失

　　　前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
 

用途 場所 種類 減損損失

当社加古川工場他 兵庫県加古川市他 建物、機械装置他 1,164百万円

株式会社宇美フーズ 福岡県糟屋郡宇美町 建物、機械装置他 　940百万円
 

　当社グループは、原則として、事業用資産については継続的に損益を把握している管理会計の区分に基づき、賃

貸物件については物件別、その他については事業別等の単位によりグルーピングしております。また、遊休資産等

については個別に取り扱っております。

　当連結会計年度において、当社加古川工場については事業撤退に伴い、今後の回収可能性を検討し、土地を除く

有形固定資産の帳簿価額を減額しました。また、その他の設備についても今後の使用方法を踏まえた回収可能性を

再検討し、機械装置他の帳簿価額を減額しました。当該減少額を減損損失（1,164百万円）として特別損失に計上

いたしました。その内訳は、建物587百万円、機械装置339百万円、工具器具備品138百万円、構築物66百万円及び

その他32百万円であります。株式会社宇美フーズについては、継続して営業損失を計上したことから、今後の回収

可能性を検討し、帳簿価額を減額し、当該減少額を減損損失（940百万円）として特別損失に計上いたしました。

その内訳は、建物33百万円、機械装置875百万円及びその他30百万円であります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価等により評価しております。
 

　　　当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
 

用途 場所 種類 減損損失

当社加古川工場他 兵庫県加古川市他
建物及び構築物、

機械装置及び運搬具他
46百万円

株式会社宇美フーズ 福岡県糟屋郡宇美町
建物及び構築物、
機械装置及び運搬具

54百万円

 
　当社グループは、原則として、事業用資産については継続的に損益を把握している管理会計の区分に基づき、賃

貸物件については物件別、その他については事業別等の単位によりグルーピングしております。また、遊休資産等

については個別に取り扱っております。

　当連結会計年度において、当社加古川工場については事業撤退に伴い、今後の回収可能性を検討し、土地を除く

有形固定資産の帳簿価額を減額しました。当該減少額を減損損失（46百万円）として特別損失に計上いたしまし

た。その内訳は、建物及び構築物43百万円、機械装置及び運搬具1百万円及びその他1百万円であります。株式会社

宇美フーズについては、継続して営業損失を計上したことから、今後の回収可能性を検討し、帳簿価額を減額し、

当該減少額を減損損失（54百万円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物4百万円及

び機械装置及び運搬具50百万円であります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価等により評価しております。

 

※９　事業構造改善引当金繰入額

　　　前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

事業再構築策の実行に伴い発生すると見込まれる、在庫処分損相当額であります。

 

　　　当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

該当事項はありません。

 

※10　事業撤退損

　　　前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

事業再構築策の推進に伴う費用（工業用水道減量負担金や特高設備撤去工事に係る費用、加古川工場跡地土壌汚

染対策工事に係る費用他）等であります。

 

　　　当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

事業再構築策の推進に伴う費用（加古川工場の建物解体費用他）等であります。
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（連結包括利益計算書関係）

　※１ その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 6百万円 3百万円

組替調整額 － －

計 6 3

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 1 －

組替調整額 △1 △1

計 0 △1

為替換算調整勘定：   

当期発生額 352 △16

税効果調整前合計 359 △14

税効果額 △2 △0

その他の包括利益合計 357 △15

 

　※２ その他の包括利益に係る税効果額

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

税効果調整前 6百万円 3百万円

税効果額 △2 △1

税効果調整後 4 1

繰延ヘッジ損益：   

税効果調整前 0 △1

税効果額 △0 0

税効果調整後 0 △1

為替換算調整勘定：   

税効果調整前 352 △16

税効果額 － －

税効果調整後 352 △16

その他の包括利益合計   

税効果調整前 359 △14

税効果額 △2 △0

税効果調整後 357 △15
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 6,602 － － 6,602

Ａ種優先株式 2,000 － － 2,000

合計 8,602 － － 8,602

自己株式     

普通株式　(注) 5 0 － 5

合計 5 0 － 5

　(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　該当事項なし。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項なし。

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 6,602 － － 6,602

Ａ種優先株式 2,000 － － 2,000

合計 8,602 － － 8,602

自己株式     

普通株式　(注) 5 0 － 5

合計 5 0 － 5

　(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　該当事項なし。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項なし。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

現金及び預金勘定 2,969百万円 3,105百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △12 -

現金及び現金同等物 2,957 3,105
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等を中心に行っており、資金調達については主に銀行

等金融機関からの借入により行っております。デリバティブは、後述するリスクの回避を目的としており、

投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行う

にあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買掛金の

残高の範囲内にあるものを除き、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、５ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについて

は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内にあるものを除き、原

則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

借入金及び社債の使途は運転資金及び設備投資資金であり、ファイナンス・リース取引に係るリース債務

は、設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。営業債務、借入金、社債及びリース債務は、流

動性リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物

為替予約取引であります。当社グループのデリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるた

め、信用リスクは極めて低いと認識しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項「４．会計方針に関する事項　(7)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建ての営業債権債務について、月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物為替予

約を利用してヘッジしております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループでは、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによ

り、流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ

取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではあり

ません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

　　　     前連結会計年度（2021年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価（百万円) 差 額（百万円）

(1）投資有価証券    

　　その他有価証券（※２） 17 17 －

　資産計 17 17 －

(2) 社債（1年内償還予定を含む） 545 545 －

(3）長期借入金 7,663 7,663 －

(4) リース債務 933 934 0

負債計 9,142 9,142 0

デリバティブ取引（※３） 1 1 －

 

　　　　当連結会計年度（2022年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価（百万円) 差 額（百万円）

(1）投資有価証券    

　　その他有価証券（※２） 21 21 －

　資産計 21 21 －

(2) 社債（1年内償還予定を含む） 405 405 －

(3）長期借入金 735 735 －

(4) リース債務 736 736 0

負債計 1,876 1,876 0

デリバティブ取引（※３） － － －

（※１）現金は記載を省略しており、預金、受取手形、売掛金、支払手形、買掛金、短期借入金については短期間

　　　　に決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は「投資有価証券 その他有価証券」に含めておりません。当該金融商品の連結貸借

　　　　対照表計上額は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　区分
前連結会計年度

（2021年３月31日）

当連結会計年度

（2022年３月31日）

　非上場株式 33 33

（※３）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

　　　     については（　）で示しております。
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　　（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　　　 前連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 2,969 － － －

受取手形及び売掛金 503 － － －

　合計 3,473 － － －

 

　　　 当連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 3,105 － － －

受取手形及び売掛金 356 － － －

　合計 3,462 － － －

 

　　（注）２．社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

　　　　前連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

社債 140 140 115 70 80 －

長期借入金 567 6,928 194 200 89 250

リース債務 218 200 164 164 163 23

合計 926 7,268 473 434 333 273

 

当連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

社債 140 115 70 80 － －

長期借入金 6,928 194 200 89 89 160

リース債務 200 164 164 163 44 －

合計 7,268 473 434 333 133 160
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

　レベル１の時価:観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、同一の資産又は負債の活発な市場にお

　　　　　　　  ける（無調整の）相場価格により算定した時価

　レベル２の時価:観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

　　　　　　　  定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価:観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

 

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券 21 － － 21

資産計 21 － － 21

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 405 － 405

長期借入金 － 735 － 735

リース債務 － 736 － 736

負債計 － 1,876 － 1,876

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券 その他有価証券

　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

　価をレベル１の時価に分類しております。

社債（１年内償還予定を含む）

　　元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定

　しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金、リース債務（短期リース債務を含む）

　　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入、又はリース取引を行った場合に想定される利率で

　割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

　　　　　　　前連結会計年度（2021年３月31日）

 種類
 連結貸借対照表
 計上額（百万円）

 取得原価（百万円） 　差 額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 17 8 9

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 17 8 9

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 17 8 9

 

　　　　　　　当連結会計年度（2022年３月31日）

 種類
 連結貸借対照表
 計上額（百万円）

 取得原価（百万円） 　差 額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 21 8 12

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 21 8 12

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 21 8 12

 

　　　　　２．売却したその他有価証券

　　　　　　　前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　　　　　　　　該当事項はありません。

 

　　　　　　　当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　　　　　　　　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

 （１）通貨関連

　　前連結会計年度（2021年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的
処理方法

為替予約取引     

売建     

米ドル 売掛金 － － －

 為替予約取引     

買建     

米ドル 　買掛金 24 － 1

合計 24 － 1

(注) 時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

　　当連結会計年度（2022年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的
処理方法

為替予約取引     

売建     

米ドル 売掛金 － － －

 為替予約取引     

買建     

米ドル 　買掛金 － － －

合計 － － －

 

（２）金利関係

　　前連結会計年度（2021年３月31日）

　　　該当事項はありません。

 

　　当連結会計年度（2022年３月31日）

　　　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を採用しており、自己都合による期末要支給額を

退職給付債務とする簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 913百万円 380百万円

退職給付費用 48 25

退職給付の支払額 △581 △63

退職給付に係る負債の期末残高 380 342

 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債とは一致しております。

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　　前連結会計年度48百万円　　当連結会計年度 25百万円

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2022年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付に係る負債 116百万円 118百万円

役員退職慰労引当金 35  33

減損損失 645  538

賞与引当金 8  9

貸倒引当金 17  17

環境対策引当金 20  4

未払金 －  100

棚卸資産評価損 12  14

税務上の繰越欠損金（注）２ 934  984

その他 41  9

繰延税金資産小計 1,830  1,829

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注)２ △934  △984

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △894  △844

評価性引当額小計（注）１ △1,829  △1,829

繰延税金資産合計 1  －

繰延税金負債    

土地評価差額 △5,340  △5,733

その他 △23  △21

繰延税金負債合計 △5,364  △5,754

繰延税金負債の純額 △5,363  △5,754

 
（注)１．前連結会計年度において、評価性引当額が増加した主な要因は減損損失、税務上の繰越欠損金の増加及び

事業構造改善引当金の減少であります。当連結会計年度において、評価性引当額に重要な変動はありませ

ん。

（注)２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠

損金(※1)
4 9 0 2 2 914 934

評価性引当額 △4 △9 △0 △2 △2 △914 △934

繰延税金資産 － － － － － － －

(※1) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
 
当連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠

損金(※2)
0 0 － 2 － 980 984

評価性引当額 △0 △0 － △2 － △980 △984

繰延税金資産 － － － － － － －

(※2) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
 

当連結会計年度
（2022年３月31日）

法定実効税率 30.6％  34.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.0  －

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.0  △0.6

住民税均等割 0.9  30.8

税率変更による繰延税金負債の増額修正 －  3,079.4

在外子会社の留保利益に係る税効果 0.2  △14.9

評価性引当額の増減 △33.6  △1,364.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.9  1,764.7

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

減資に伴い、翌連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債について

は、法定実効税率を30.6％から34.6％に変更し計算しております。

この変更により、当連結会計年度の繰延税金負債の金額は694百万円増加し、法人税等調整額が694百万円増加し

ております。

 

（資産除去債務関係）

　重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

当社及び一部の連結子会社では、兵庫県や岐阜県その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸

土地や賃貸建物を所有しております。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は862百万円(賃

貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上)、固定資産売却益は3,390百万円（特別利益に計上）、固定資

産売却損は7百万円（特別損失に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は

823百万円(賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上)、固定資産売却益は514百万円（特別利益に計

上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 9,251 18,505

 期中増減額 9,254 △902

 期末残高 18,505 17,603

期末時価 20,625 19,671

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は加古川工場における事業再構築策に伴い撤退した繊維事業

に係る不動産であります。当連結会計年度の主な減少額は不動産の売却であります。

３．期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物

件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて調整を行ったものを含

む)であります。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント その他

（注）
合計

繊維 不動産 食品 計

繊維原料 1,843 － － 1,843 － 1,843

繊維製品 637 － － 637 － 637

不動産賃貸 － 980 － 980 － 980

食品 － － 158 158 － 158

その他 － － － － 360 360

顧客との契約から生じ
る収益 2,480 980 158 3,620 360 3,980

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 2,480 980 158 3,620 360 3,980

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェア開発・販売等を含

んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項）４．会計方針に関する事項 (5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであり

ます。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年

度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関す

る情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 503百万円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 356

契約資産(期首残高) －

契約資産(期末残高) －

契約負債(期首残高) 86

契約負債(期末残高) 87

契約負債は、主に、不動産賃貸時に収益を認識する賃借人との不動産賃貸借契約について、賃料を前月末まで

に支払う条件に基づき顧客から受け取った1ヵ月分の前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識

に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、86百万円でありま

す。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、製品・サービス別の生産販売体制を有し、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、生産販売体制を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されてお

り、「繊維」、「不動産」、「食品」の３つを報告セグメントとしております。

「繊維」はレーヨン綿、紡績糸、編織物等の生産販売を行う事業、「不動産」は不動産賃貸等を行う事業、

「食品」は食料品の製造加工販売を行う事業であります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

 前連結会計年度（自　2020年４月１日 至　2021年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

連結

財務諸表

計上額

（注）３
 繊維 不動産 食品 計

売上高         

外部顧客への売上高 5,239 961 220 6,421 367 6,788 － 6,788

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － － －

計 5,239 961 220 6,421 367 6,788 － 6,788

セグメント利益又は損失(△) 98 643 △197 544 △29 514 △702 △187

セグメント資産 949 8,233 1,787 10,969 342 11,311 12,018 23,330

その他の項目         

減価償却費 44 0 112 157 13 170 147 318

減損損失 921 － 940 1,861 3 1,864 240 2,104

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
－ 8 19 28 － 28 287 316
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 当連結会計年度（自　2021年４月１日 至　2022年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

連結

財務諸表

計上額

（注）３
 繊維 不動産 食品 計

売上高         

外部顧客への売上高 2,480 980 158 3,620 360 3,980 － 3,980

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － － －

計 2,480 980 158 3,620 360 3,980 － 3,980

セグメント利益又は損失(△) 134 620 △54 700 △27 673 △498 175

セグメント資産 860 8,278 1,777 10,916 304 11,221 11,163 22,384

その他の項目         

減価償却費 0 2 2 5 10 15 30 46

減損損失 － － 54 54 － 54 46 100

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
－ 30 52 82 － 82 46 128

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェア開発・販

売等を含んでおります。

２．調整額の内容は以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失（△） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 22 24

全社費用※ △725 △522

合計 △702 △498

※全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

セグメント資産　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

債権の相殺消去等 △1,450 △1,604

全社資産※ 13,468 12,768

合計 12,018 11,163

※全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない操業を停止した工場跡地及び管理部門に係る資産等

であります。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、研究開発及び管理部門に係る設備投資額であ

ります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益又は損失（△）と調整を行っておりま

す。
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【関連情報】

　前連結会計年度（自　2020年４月１日 至　2021年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 その他の地域 合計

6,173 614 6,788

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。
 
３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ゼンノ株式会社 1,256 繊維

 

　当連結会計年度（自　2021年４月１日 至　2022年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 その他の地域 合計

3,640 340 3,980

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。
 
３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

岡村化成株式会社 557 繊維

ゼンノ株式会社 425 繊維
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 前連結会計年度（自2020年４月１日　至2021年３月31日）

　セグメント情報に同様の情報を開示しております。なお、報告セグメントに配賦されていない減損損失

は、操業を停止した工場跡地等に係るものであります。
 
 当連結会計年度（自2021年４月１日　至2022年３月31日）

　セグメント情報に同様の情報を開示しております。なお、報告セグメントに配賦されていない減損損失

は、操業を停止した工場跡地等に係るものであります。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

 
１株当たり純資産額 483.67円

１株当たり当期純利益 157.75円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

130.13円

　　

 
１株当たり純資産額 424.41円

１株当たり当期純損失（△） △56.90円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。
　　

　（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期

純損失（△）
  

親会社株主に帰属する当期純利益又は親

会社株主に帰属する当期純損失（△）

（百万円）

1,040 △375

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

（うち優先配当額(百万円)） (－) (－)

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益又は親会社株主に帰属する当期

純損失（△）（百万円）

1,040 △375

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,597 6,597

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－ －

（うち優先配当額(百万円)） (－) (－)

普通株式増加数（千株） 1,400 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

― Ａ種優先株式(発行価額の総額
1,000百万円)
なお、概要は「第４　提出会社の状
況、１　株式等の状況」に記載のと
おりであります。

 

　（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末

 （2021年３月31日）
当連結会計年度末

 （2022年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 4,190 3,799

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 1,000 1,000

（うち優先株式払込金額(百万円)） (1,000) (1,000)

（うち優先配当額(百万円)） (－) (－)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 3,190 2,799

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（千株）
6,597 6,597

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

  年月日     年月日

オーミケンシ㈱ 第２回無担保変動利付社債 2016.9.30

185

(70)

115

(70)

６ヶ月円　

TIBOR
なし 2023. 9.29

オーミケンシ㈱ 第３回無担保変動利付社債 2019.3.29

360

(70)

290

(70)

６ヶ月円

TIBOR
なし 2026. 3.31

合計 － －

545

(140)

405

(140)
－ － －

（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

　２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

140 115 70 80 －

 

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,449 1,647 2.0 －

１年以内に返済予定の長期借入金 567 6,928 1.9 －

１年以内に返済予定のリース債務 218 200 1.3 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,663 735 2.4 2023年～2035年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 715 536 1.3 2023年～2027年

その他有利子負債 － － － －

合計 10,614 10,047 － －

　（注）１．平均利率については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 194 200 89 89

リース債務 164 164 163 44

 

【資産除去債務明細表】

 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 1,048 2,069 3,071 3,980

税金等調整前四半期（当期）

純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）（百万円）
△208 62 △327 22

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△）（百万

円）
 

△210 △637 △1,029 △375

１株当たり四半期（当期）純

損失（△）（円）
 

△32.78 △98.27 △158.53 △56.90

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失

（△）（円）
 

△32.78 △65.50 △60.25 99.21
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※１ 2,784 2,563

受取手形 197 100

売掛金 ※２ 348 ※２ 318

商品及び製品 394 287

仕掛品 ※１ 6 ※１ 6

原材料及び貯蔵品 81 101

前払費用 50 48

その他 ※２ 261 ※２ 357

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 4,118 3,779

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 143 ※１ 152

構築物 ※１ 4 ※１ 4

機械及び装置 75 66

車両運搬具 0 0

工具、器具及び備品 21 28

土地 ※１ 18,463 ※１ 17,546

建設仮勘定 0 0

有形固定資産合計 18,708 17,797

無形固定資産   

ソフトウエア 23 2

その他 0 0

無形固定資産合計 23 2

投資その他の資産   

投資有価証券 28 31

関係会社株式 97 97

長期貸付金 ※２ 2,600 ※２ 2,720

その他 96 90

貸倒引当金 △1,873 △2,075

投資その他の資産合計 948 864

固定資産合計 19,680 18,664

繰延資産   

社債発行費 13 10

繰延資産合計 13 10

資産合計 23,812 22,453
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 179 85

買掛金 ※２ 191 ※２ 221

短期借入金 ※１ 2,017 ※１ 8,575

１年内償還予定の社債 ※１ 140 ※１ 140

リース債務 217 200

未払金 ※２ 327 ※２ 436

未払費用 48 36

未払法人税等 6 5

前受金 86 87

預り金 30 29

設備関係支払手形 19 7

賞与引当金 27 23

その他 66 2

流動負債合計 3,360 9,851

固定負債   

社債 ※１ 405 ※１ 265

長期借入金 ※１ 7,663 ※１ 735

リース債務 837 637

繰延税金負債 5,349 5,743

退職給付引当金 380 342

役員退職慰労引当金 115 97

環境対策引当金 65 12

長期預り敷金保証金 948 951

その他 51 51

固定負債合計 15,817 8,836

負債合計 19,177 18,688

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,205 100

資本剰余金   

資本準備金 875 25

その他資本剰余金 1,849 5,804

資本剰余金合計 2,724 5,829

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △1,297 △2,167

利益剰余金合計 △1,297 △2,167

自己株式 △4 △4

株主資本合計 4,626 3,757

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6 8

繰延ヘッジ損益 1 －

評価・換算差額等合計 7 8

純資産合計 4,634 3,765

負債純資産合計 23,812 22,453
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 ※２ 6,609 ※２ 3,920

売上原価 ※２ 5,060 ※２ 2,601

売上総利益 1,548 1,318

販売費及び一般管理費 ※1、※2 1,564 ※1、※2 1,062

営業利益又は営業損失（△） △15 256

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 2 2

その他 164 98

営業外収益合計 ※２ 166 ※２ 101

営業外費用   

支払利息 209 198

その他 95 51

営業外費用合計 304 250

経常利益又は経常損失（△） △153 106

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 4,146 ※３ 525

事業構造改善引当金戻入額 822 －

その他 － 31

特別利益合計 4,968 557

特別損失   

減損損失 1,164 46

貸倒引当金繰入額 1,604 202

事業構造改善引当金繰入額 125 －

事業撤退損 926 847

その他 29 5

特別損失合計 3,849 1,100

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 965 △435

法人税、住民税及び事業税 7 41

法人税等還付税額 △0 －

法人税等調整額 △29 392

法人税等合計 △21 433

当期純利益又は当期純損失（△） 987 △869
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 3,205 875 1,849 2,724 △2,285 △2,285 △4 3,639

当期変動額         

当期純利益     987 987  987

自己株式の取得       △0 △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

        

当期変動額合計 - - - - 987 987 △0 987

当期末残高 3,205 875 1,849 2,724 △1,297 △1,297 △4 4,626

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 1 0 2 3,641

当期変動額     

当期純利益    987

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

4 0 5 5

当期変動額合計 4 0 5 992

当期末残高 6 1 7 4,634

 

EDINET提出書類

オーミケンシ株式会社(E00531)

有価証券報告書

69/86



当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 3,205 875 1,849 2,724 △1,297 △1,297 △4 4,626

当期変動額         

当期純損失（△）     △869 △869  △869

自己株式の取得       △0 △0

減資 △3,105 △850 3,955 3,105    －

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

        

当期変動額合計 △3,105 △850 3,955 3,105 △869 △869 △0 △869

当期末残高 100 25 5,804 5,829 △2,167 △2,167 △4 3,757

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 6 1 7 4,634

当期変動額     

当期純損失（△）    △869

自己株式の取得    △0

減資    －

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

1 △1 0 0

当期変動額合計 1 △1 0 △869

当期末残高 8 － 8 3,765
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　①子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

　②その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法

　時価法

（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　移動平均法による原価法（ただし、販売用不動産の評価については、個別法による原価法）

　なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

建物・構築物（2016年４月１日以降取得分）…………定額法

上記以外…………定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　７～47年

機械及び装置　　５～７年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（3）リース資産

　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度の負担額を計上しております。

（3）退職給付引当金
 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

（4）役員退職慰労引当金

 　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（5）環境対策引当金

　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の処分に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上しておりま

す。

４．収益及び費用の計上基準

　当社の主な事業は繊維事業、不動産賃貸事業、食品事業、ソフトウェア開発事業であります。当社では、主に完成し

た製品や役務を顧客に供給することを履行義務としており、原則として完成した製品や役務を顧客に引き渡した時点で

収益を認識しております。

　なお、ソフトウェア開発事業における長期工事契約のうち、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断される

場合については、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末

日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。
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５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（1）繰延資産の処理方法

　 社債発行費……社債の償還までの期間にわたり、定額法により償却しております。

（2）ヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ

　なお、金利スワップのうち金融商品会計基準に定める特例処理の適用要件を満たしているものについては、特例処

理を行っております。

　②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ、金利オプション、為替予約

ヘッジ対象……変動金利借入金、買掛金

　③ヘッジ方針

　　リスク管理方針に関する社内規定に従い、ヘッジ対象の金利上昇リスクや為替変動リスクを回避することを目的とし

ております。

　④ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの相場変動額又はキャッシュ・フロー変動額を基礎にして、ヘッジの有効性を

評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しております。

（3）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

（4）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の

一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への

移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係

る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資

産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

　なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに税効果会計の

会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対

応報告第42号 2021年８月12日）を適用する予定であります。

 

（重要な会計上の見積り）

固定資産減損損失の認識の要否

 (1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

土地 18,463 17,546

建物 143 152

 (2)重要な会計上の見積りに関するその他の情報

　　　連結財務諸表の「注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載している内容と同様であります。

関係会社貸付金

 (1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

長期貸付金 2,600 2,720

 (2)重要な会計上の見積りに関するその他の情報

関係会社に対する貸付債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能と認められる部分について

は貸倒引当金を計上することとしております。それらの見積りが変動した場合に、翌事業年度の財務諸表に

おいて認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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（会計方針の変更）

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取り扱いに従っ

ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の

繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、当該期首残高に与える影響

はありません。

　この結果、当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。

　

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、当該会計基準等の適用が当事業年度の財

務諸表に与える影響はありません。

 

（貸借対照表関係）

※１　担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

預金 0百万円 －百万円

仕掛品 5 5

建物及び構築物および土地 17,917 17,039

計 17,923 17,045

 

　担保に係る債務

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

短期借入金(１年内返済予定の長期借入金

を含む)

1,634百万円 8,575百万円

１年内償還予定の社債 140 140

社債 405 265

長期借入金 7,446 735

　　　　　　　　　計 9,625 9,715

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

短期金銭債権 253百万円 266百万円

長期金銭債権 2,600 2,720

短期金銭債務 29 71

 

　３　受取手形割引高

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

受取手形割引高 222百万円 142百万円
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（損益計算書関係）

　※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度42％、当事業年度37％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度58％、当事業年度63％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

　当事業年度
（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

給料賃金 449百万円 268百万円

賞与引当金繰入額 27 23

退職給付費用 15 25

役員退職慰労引当金繰入額 7 7

研究開発費 141 181

租税公課 108 112

減価償却費 69 26
 
　※２　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

営業取引による取引高   

　売上高

　仕入高

営業取引以外の取引による取引高

248百万円

415

5

148百万円

441

5
 
　※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。
 

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

機械及び装置 9百万円 11百万円

工具、器具及び備品 397 －

土地 3,738 514

計 4,146 525

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（2021年３月31日）

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

区分
前事業年度
（百万円）

子会社株式 92

関連会社株式 5
 

当事業年度（2022年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
当事業年度
（百万円）

子会社株式 92

関連会社株式 5
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年３月31日）
 
 

当事業年度
（2022年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 116百万円 118百万円

役員退職慰労引当金 35  33

減損損失 323  238

賞与引当金 8  8

貸倒引当金 574  713

環境対策引当金 20  4

未払金 －  100

棚卸資産評価損 3  6

子会社株式評価損 99  111

税務上の繰越欠損金 893  928

その他 39  8

繰延税金資産小計 2,114  2,271

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △893  △928

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,220  △1,343

評価性引当額小計 △2,114  △2,271

繰延税金資産合計 －  －

繰延税金負債    

土地評価差額 △5,340  △5,733

その他 △8  △10

繰延税金負債合計 △5,349  △5,743

繰延税金負債の純額 △5,349  △5,743
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
 

 
前事業年度

（2021年３月31日）
 

当事業年度
（2022年３月31日）

法定実効税率 30.6％  税引前当期純損失

のため、記載を省略

しております。

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.0  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.0  

住民税均等割等 0.8  

評価性引当額の増減 △33.7  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △2.3  

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

減資に伴い、翌事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法

定実効税率を30.6％から34.6％に変更し計算しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額は694百万円増加し、法人税等調整額が694百万円増加しており

ます。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（重要な会計方針）４．収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固

定資産
建物 143 60

42

(41)
8 152 1,884

 

 
構築物 4 1

1

(1)
0 4 315

 

 
機械及び装置 75 3

3

(1)
9 66 287

 車両運搬具 0 － 0 － 0 0

 工具、器具及び備品 21 13
1

(1)
4 28 75

 土地 18,463 － 917 － 17,546 －

 建設仮勘定 0 76 76 － 0 －

 計 18,708 154
1,042

(46)
21 17,797 2,563

無形固

定資産
ソフトウエア 23 － － 21 2 202

 その他 0 － － － 0 0

 計 23 － － 21 2 202

(注）1.「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

2.「土地」の「当期減少額」の主なものは、加古川工場跡地の一部売却によるものであります。

【引当金明細表】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 1,878 202 0 2,079

賞与引当金 27 23 27 23

役員退職慰労引当金 115 7 25 97

環境対策引当金 65 － 53 12

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ４月１日から３カ月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料
１単元株あたりの売買委託手数料相当額を、買取った単元未満株式数で按

分した額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない

事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、大阪市に

おいて発行する朝日新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

https://omikenshi.co.jp/ir/ir_notice/

株主に対する特典 該当事項はありません。

 

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じ

て募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに取得請求権付株式の取得を請求する権利以

外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第156期）（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）2021年６月29日近畿財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2021年６月29日近畿財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第157期第１四半期）（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）2021年８月11日近畿財務局長に提出

（第157期第２四半期）（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）2021年11月12日近畿財務局長に提出

（第157期第３四半期）（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）2022年２月14日近畿財務局長に提出

(4）臨時報告書

2021年７月５日近畿財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書であります。

2021年７月13日近畿財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  2022年６月29日  

オーミケンシ株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 監査法人和宏事務所  

 　　　大阪府大阪市  

 
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 南　　幸治

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 平岩　雅司

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているオーミケンシ株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

オーミケンシ株式会社及び連結子会社の2022年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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固定資産（加古川工場跡地）の減損損失

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社グループは固定資産の減損の検討にあたって、事業

用資産については、継続的に損益を把握している管理会計

の区分に基づき、賃貸物件は物件別、その他は事業別等の

単位によりグルーピングしており、遊休資産等は個別に取

り扱っている。

事業再構築策の実行により、加古川工場跡地他（土地

12,805百万円）の大部分は事業用資産から遊休資産となっ

ており、賃貸もしくは売却を目的として再開発計画が進め

られている。

遊休資産に分類された固定資産については正味売却価額

で評価することとなるが、不動産の評価額は不動産鑑定評

価等に基づく金額から現状の再開発計画に基づき、土壌改

良費見込等を差し引くことで算定している。それらは現状

の再開発計画に基づくものであるが、計画変更等の可能性

があり、正味売却価額の算定には不確実性が存在する。

そのため、当監査法人は当該事項を「監査上の主要な検

討事項」に該当するものと判断した。

当監査法人は、固定資産の減損の検討にあたり、主

に以下の手続きを実施した。

 

・固定資産のグルーピングについて、経営者及び担当

部門の部門長に質問した。また、経営管理資料の閲覧

を行い、整合性を確認した。

・加古川工場跡地の再開発計画及びその進捗状況につ

いて経営者及び担当部門の部門長に質問した。

・不動産鑑定評価結果の内容及び鑑定評価を行ってい

る不動産鑑定士の専門家としての客観性と専門性を確

認した。

・将来の土壌改良費用の見込額について、会社の計算

過程を検討した。

株式会社宇美フーズの固定資産減損損失

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

株式会社宇美フーズは食品セグメントに属し、土地56百

万円、建物等40百万円の固定資産を使用している。食料品

製造事業は2020年３月から生産が開始されているが、2022

年２月期まで継続して営業損失を計上している。

このような状況から、株式会社宇美フーズが使用する固

定資産には減損の兆候が認められ、減損認識の要否を検討

することとなる。減損損失の測定においては、見積り将来

キャッシュ・フローと正味売却価額を比較して回収可能額

を算定しているが、その見積りに使用した前提条件は経営

者の判断を必要とする。

そのため、当監査法人は当該事項を「監査上の主要な検

討事項」に該当するものと判断した。

当監査法人は、固定資産の減損の検討にあたり、主

に以下の手続きを実施した。

 

・固定資産の減損損失に関連する会社の内部統制の整

備及び運用状況の評価を実施した。

・次年度以降の事業見通しについて、経営者及び担当

部門の部門長に質問した。

・将来キャッシュ・フローの予測年数について関連す

る資産の残存耐用年数と比較した。

・将来キャッシュ・フローについては、その基礎とな

る予算との整合性を確認した。

・不動産評価額については、不動産鑑定評価の内容を

検証した。また、鑑定評価を行った専門家について、

十分な客観性と信頼性を備えていることを確認した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、オーミケンシ株式会社の

2022年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、オーミケンシ株式会社が2022年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

 
 
(注)１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

　　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

    

  2022年６月29日  

オーミケンシ株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 監査法人和宏事務所  

 　　　大阪府大阪市  

 
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 南　　幸治

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 平岩　雅司

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているオーミケンシ株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第157期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オーミ

ケンシ株式会社の2022年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

固定資産（加古川工場跡地）の減損損失

連結財務諸表の監査報告書に記載されている内容と同一のため、記載を省略する。
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関係会社貸付金の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社の当事業年度の貸借対照表には関係会社に対する短

期金銭債権が266百万円、長期金銭債権が2,720百万円計上

されている。

金銭債権については、相手先の財政状態が悪化した場合

は個別に回収可能性を検討し、相応の貸倒引当金を計上す

る必要がある。

各関係会社の財政状態の把握のためには各社の決算内容

を適切に把握する必要があり、金銭債権の回収可能性は経

営者の判断を伴う。

そのため、当監査法人は当該事項を「監査上の主要な検

討事項」に該当するものと判断した。

当監査法人は、関係会社に対する金銭債権の評価を

検討するにあたり、主として以下の監査手続を実施し

た。

 

・関係会社の財政状態を把握する基礎となる各社の財

務情報について信頼性を確認した。

・特に関係会社の財政状態に大きな影響を与える要因

（関係会社が保有する棚卸資産の評価、固定資産の評

価）について検討した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

 
 
(注)１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

　　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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